
と 生活・福祉に関する相談を包括的に受け付け、分野にとらわれることのない「断らない相談支援」の体制を
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 構築する。庁内関係課や民間のサービス提供機関、市民団体等と連携し、相談者の抱える問題や悩みを早期
展開方向

に発見し解決・軽減するためのソーシャルワークを行う。
　生活・福祉に関する総合相談窓口として常設されている。相談内容で多くを占めるのは生活に困窮した方 ・相談者に対し適切な情報提供や助言、福祉サービス提供機関等の紹介を行い、相談を解決し悩みを軽減す
からの相談で、生活保護担当と密に連携しながら解決にあたっている。 る。生活困窮等の相談については、他法他施策を活用するだけでなく、弁護士や不動産屋等あらゆる社会資
 経済的な相談のみならず、複合的な課題を抱える相談者に対しては、高齢者や障害等、子どもの担当部署 当該年度 源を活用しながら問題解決に向けて伴走型の支援を展開する。また、ハローワークへの同行やハローワーク
等と連携したチーム支援を展開するとともに、直接、福祉サービスに結びつかない相談についても相談者と 執行計画 職員による巡回相談等も活用しながら、相談者に合った就職先が見つけられるようサポートする。・孤立死

(3)事業内容 内　　容 ともに問題を整理し、一緒に考え、相談者自身が解決する力を高められるような相談支援にあたっている。 防止対策事業、孤立死防止対策ダイヤルの周知を図るため、関係機関を中心にポスター・チラシを配布する
面談室での相談だけでなく、窓口に来ることができない相談者には、電話相談だけでなく、自宅や医療機関 。他課との連携、情報共有化を図り、安否確認や見守りの必要な方を見つけ必要なサービスにつなげ見守っ
、福祉施設等へ訪問するなどのアウトリーチ支援や関係機関等への同行支援等、職員が直接相談に応じてい 福祉相談窓口受付件数 想定値 2,500当該年度
る。　高齢者や障害を持つ方などが地域で孤立することのないようにするため、安否確認や見守りが必要な 単位 件

活動結果指標 実績値 1,939方を「見つけ」必要なサービスに「つなげ」、適度な距離感で「見守って」いくための取り組みを展開する

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談者に対し適切な情報提供や助言により、相談者の抱える問題を解決する。 直接 生活相談の解決割合 ％ 70 73

令和 2年度 相談者に対し適切な情報提供や助言により、相談者の抱える問題を解決する。 直接 生活相談の解決割合 ％ 80

令和 3年度 相談者に対し適切な情報提供や助言により、相談者の抱える問題を解決する。 直接 生活相談の解決割合 ％ 82

広報やホームページなどにより、市民に広く福祉相談窓口の周知を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託員報酬（2号・1人） 2,027 嘱託員報酬（２号・1人） 2,027 2,026 嘱託職員報酬（2号・1人） 2,040 嘱託職員報酬（２号・1人） 2,040
共済費 318 共済費（２号・１人） 328 322 共済費 330 共済費（２号・１人） 335
普通旅費・研修旅費 101 普通旅費・研修旅費 87 58 普通旅費・研修旅費 110 普通旅費・研修旅費 110
需用費 944 需用費（消耗品・燃料費） 887 610 需用費 944 需用費 950
役務費（通信費・車検・自動車保険） 273 役務費（通信費・車検・自動車保険） 240 170 役務費（通信費・車検・自動車保険） 270 役務費（通信費・車検・自動車保険） 270
研修負担金 40 研修負担金（生活保護ブロック会議） 10 5 研修負担金 10 研修負担金（生活保護ブロック会議） 10
公課費（自動車重量税） 22 公課費（自動車重量税） 7 5 公課費（自動車重量税） 22 公課費（自動車重量税） 22

実施内容 費用弁償費 0 費用弁償費 0 0 費用弁償費 0 費用弁償費 1
部交際費（視察先手土産） 5 部交際費（視察先手土産） 5 0 部交際費（視察先手土産） 5 部交際費（視察先手土産） 5

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃借料（高速・駐車場） 100 使用料及び賃借料（高速・駐車場） 100 49 使用料及び賃借料（高速・駐車場） 100 使用料及び賃借料（高速・駐車場） 100

予算(決算)額 合　　計 3,830 合　　計 3,691 3,245 合　　計 3,831 合　　計 3,843
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,830 3,691 3,245 3,831 3,843

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.3 2.15 2.15 2.1 2.1
正職員人件費 20,240 18,920 18,920 18,480 18,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,446 2,377 2,377 2,480 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,070 22,611 22,165 22,311 22,323
(11)単位費用

34.39千円／件 9.04千円／件 11.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・社会経済の不安定、人口減少、少子高齢化、福祉制度の複雑化などにより、制度利用の方法が分からなかったり、生活 ●①事前確認での想定どおり
上の問題解決が図れず悩んでいる市民が多いため、福祉サービスを提供するための総合調整を行う担当部署の必要性があ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・一般市民が福祉面での問題を抱えた場合に、社会福祉課に行けば相談ができる、情報がもらえる、悩みや問題の解決を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

一緒に考えてもらえる等の「いつでも相談ができる場所がある。」という安心感が必要。 貧困や孤立等、複合的な課題を有する市民からの相談に対応できたため。
・自宅で誰にも看取られずに亡くなり発見される「孤立死」が都市部を中心に多発し社会問題となっている。安否確認や
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより、庁内関係各課との蜜な連携を図る

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ころができることから、効果的な相談支援を実施できる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる 生活保護に関する相談と一体的に実施することにより、高い □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 効果を得られており、今後も市直営で実施する予定。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 孤立死防止対策協議会では、市内のライフライン事業所や市 民生委員・児童委員を含め、多様な市民活動団体や企業等と ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 民団体等と連携し、孤立した市民の発見に努めている。 協力しながら支援を実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている フードバンク千葉に食品を寄付するフードドライブの活用に 余った食材等を市民や農家から寄付をいただき、フードバン ●①想定どおり
□②生き物と共存している 協力し、食品収集を行っている。 クに提供するなど、フードロス対策に寄与している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 73 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

解決に至らず継続的に支援を要すケースがあるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 70 95.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,611 1,459 22,165 98.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

生活困窮者自立支援事業と一体的に実施することによって、相談窓口を一本化し 研修への参加等、職員育成を充実させたため。
、相談員を兼務するなどし、人件費の軽減に努めている。

6.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 必要最小限の人員で対応している。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

％ 10万円 0.32 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
生活困窮者自立支援制度による総合相談と一体的に実施することにより、生活に困窮した市民に対する相談ニーズに幅広く対応できる体制を維
持するため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 355 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉相談 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 福祉相談の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 17 人 (換算人数 2.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,611 千円 (うち人件費 18,920 千円）⑦事業費
総事業費 3,624 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図ると



すい環境を整備し、迅速かつ的確な解決により市民との信頼関係を高める。
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的
展開方向

保健福祉サービス利用での苦情を解決する第１段階では、利用者との話し合いの仕組みとして、各担当課・ 平成１３年度から施行された苦情解決制度で、部内の各担当課・施設に苦情解決制度のPR用ポスターを貼り
施設に苦情解決責任者、苦情解決担当者、苦情受付担当者を配置し、円滑・円満に図れるよう利用者の立場 、苦情解決制度の周知を図る。
に立って対応する。 当該年度 また、苦情の申立てがあった場合の事務処理体制がスムーズに実施できるよう各課による苦情受付担当者、
また、第三者として公平な立場で苦情を聞く保健福祉サービス調整委員による調整を希望する場合には、保 執行計画 苦情解決担当者、苦情解決責任者の体制の周知を図る。

(3)事業内容 内　　容 健福祉サービス調整委員により市の担当課や施設への調査、調整を行い、改善が必要な場合には担当課に意
見を申し入れするなど利用者の苦情解決に努める。

保健福祉サービス調整委員への苦情の申立て件数 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健福祉サービス調整委員への苦情申立に対する迅速・的確な対応及び原課との事務改善（サービスの質の向上等）すべき点の 直接 保健福祉サービス調整委員への苦情の申立て件数 件 0 1
検討。

令和 2年度 保健福祉サービス調整委員への苦情申立に対する迅速・的確な対応及び原課との事務改善（サービスの質の向上等）すべき点の 直接 保健福祉サービス調整委員への苦情の申立て件数 件 1
検討。

令和 3年度 保健福祉サービス調整委員への苦情申立に対する迅速・的確な対応及び原課との事務改善（サービスの質の向上等）すべき点の 直接 保健福祉サービス調整委員による苦情解決数／同苦情受付件数×100 ％ 100
検討。
市政への手紙による対応が充実しているなか、現制度の利用は限られているが、保健福祉サービスに関する苦情を、迅速かつ適

(7)事業実施上の課題と対応 切に解決するための体制を各課で整備する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

苦情解決制度の啓発 0 苦情解決制度の啓発 0 苦情解決制度の啓発 0 苦情解決制度の啓発 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.04 0.04 0.06 0.06
正職員人件費 528 352 352 528 528

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 528 352 352 528 528
(11)単位費用

528千円／件 352千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

苦情を煩雑な事務という意識ではなく、保健福祉サービスへの提言として捉え、市民ニーズを苦情解決の過程を通して把 ●①事前確認での想定どおり
握し、施策へ反映する仕組みが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各所管課で、苦情解決責任者・苦情解決担当者・苦情受付担当者を中心に対応している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施している保健福祉サービスに関する苦情解決制度の

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 為。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

苦情に対して各所管課で対応・解決しており、本制度の利用がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 352 176 352 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

33.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 苦情に対して各所管課で対応・解決しており、本制度の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 利用がなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
保健福祉サービスの利用者が適切にサービスを受けられるよう、利用者からの苦情を迅速かつ適切に解決するため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 356 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 権利擁護体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 保健福祉サービスの苦情解決制度運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 352 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 苦情を言いや



努め、高 判断能力の不十分な方が一方的に不利な契約を結ぶことのないよう、後見人等が本人の判断能力を補い、保
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 護する成年後見制度の利用を支援する。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
認知症、知的障害、精神障害の状態により判断能力が不十分なため、日常生活を営むことに支障がある方で 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき人が発見された場合、担当課と連携し、早
、家庭裁判所に後見開始審判の申立てを行う２親等以内の親族がいない方を対象に、市長が家庭裁判所に後 期に家庭裁判所に後見開始等審判の申立てが行えるよう体制の充実を図る。
見開始等審判の申立てを行う。生活相談担当窓口における相談者の中で、成年後見制度の利用が必要と考え 当該年度 成年後見制度利用促進法施行に伴う対応について社会福祉協議会の「あびこ後見支援センター」、高齢者支
られる場合においては、担当課と連携し、制度利用に結びつける。 執行計画 援課、障害福祉支援課と検討すると共に、関係機関との連携強化を図りながら、法人後見の受任（市長申立

(3)事業内容 内　　容 また、成年後見制度利用促進法の施行に伴い、成年後見制度利用に関わる社会福祉協議会の「あびこ後見支 案件中心）、制度利用に関する相談や普及・啓発活動を実施する。
援センター」、高齢者支援課、障害福祉支援課と連携し、成年後見制度の普及および利用の推進を図る。 また、市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。
【政策】 市民後見人養成講座受講者数 想定値 15当該年度
今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなくなること 単位 人

活動結果指標 実績値 5が想定される。このことから、市民後見人による後見の必要性があり、市民後見人を養成し、体制を整える

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 市民後見人養成講座の受講者数 人 5 15
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく

令和 2年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 後見候補者としての登録数 人 5
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく

令和 3年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 後見候補者としての登録数 人 10
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく
・生活相談の充実と民生委員や施設職員、医療機関職員等との連携を図ることで、成年後見制度の利用促進に努める。

(7)事業実施上の課題と対応 ・関係団体と連携し、市民後見制度の推進を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0
成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3 2 成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3

＊ 市民後見推進事業業務委託 959 488 市民後見推進事業業務委託 959 市民後見推進事業業務委託 959

歳入 歳入 歳入
千葉県市民後見推進事業補助金 366 千葉県市民後見推進事業補助金 千葉県市民後見推進事業補助金
委託料×3／4 委託料×3／4 委託料×3／4

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3 合　　計 962 856 合　　計 962 合　　計 962
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 75 ％ 718 366 補助率 75 ％ 718 補助率 75 ％ 718
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3 244 490 244 244

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.11 0.11 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 968 968 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,059 1,930 1,824 2,018 2,018
(11)単位費用

1,059千円／人 128.67千円／人 364.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症や一人暮らしの高齢者等の増加、親族等による成年後見の困難な者が増加すると見込まれることなどから、成年後 ●①事前確認での想定どおり
見制度に関する相談がしやすい環境や成年後見制度が身近な制度として必要な方につなげられる体制づくりが求められて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

所管課及び関係機関の連携が図られており、市要綱に該当する対象者の方が発見された際、早期に制度利用に結びつけら
れたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 障害者自立支援法において、「成年後見制度利用支援事業」 ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 後見人等申立て及びその報酬扶助について市の要綱で規定し

□提供主体が市しかない は、市町村地域生活支援事業の必須事業。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ている為。申し立てについては、家庭裁判所に申し立てでき
□その他 老人福祉法改正により、市町村の努力義務として、後見等に 　促進された る親族がいない場合、市長が申立人となり、申し立てを行う

係る体制の整備を行うことが規定（老人福祉法第32条の２第 □④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した こととなっている。後見人に支払う報酬については、要綱に
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 定める対象者に対して市が負担することとなっている。後見 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された が必要だが、困難な状況にある市民を制度利用に繋げるため ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 に、市が主導となり進める必要がある。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
地域福祉推進の担い手として、民生委員や高齢者なんでも相談室等と連携を図っており、安定的な運営を継続できる組織
である社会福祉協議会に後見支援センターが設置された。今後、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられ

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 15 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

８日間の全研修の参加が条件として募集をしたが、全日程参加という条件が厳し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 33.33

かったため、受講者数が少なかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,930 △871 1,824 94.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△82.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ８日間の全研修の参加が条件として募集をしたが、全日

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 程参加という条件が厳しかったため、受講者数が少なか

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.78 った。

人 10万円 0.27 34.62

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民後見人養成講座のフォローアップ講座を開催し、より多くの市民の後見をサポートできる体制を整えるよう努めた。
高齢化が進む中、認知症となる高齢者や障害のある方の障害の重度化等の増加が見込まれるため、専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士等）
だけでは対応が困難になることが予測されることから、後見人体制の充実を図っていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 357 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 権利擁護体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 成年後見制度利用の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,930 千円 (うち人件費 968 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 介護保険事業計画、障害者プラ

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に



る人に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともにそ
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 の自立を助長する。また、働くことができる人に対しては、就職活動の支援を行う。
展開方向

・生活に困窮している市民あるいは市内に現在地を有する人から相談を受け付け、保護の申請に基づき、生 ・相談（主訴・ニーズの把握、生活保護申請の意思確認）➡申請受理➡ミーンズテスト（生活状況の把握、
活の状況、収入、扶養義務者の状況、稼働能力等を把握し、他法施策を検討の上、保護の要否を決定し、必 資産・扶養義務者・病状調査等）➡保護開始（生活保護基準に沿った最低生活基準決定・援助方針の樹立）
要な援助を金銭もしくは現物により給付する。併せて被保護世帯の問題を整理した上で援助方針を立て、自 当該年度 ➡訪問調査活動・自立支援（指導指示、自立支援、生活状況把握）➡自立による保護の停止・廃止
立に向けたケースワークを行っている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・就労支援員を１名増員し、松戸公共職業安定所との協定に基づく就労支援を強化していく。（生活保護受
給者等自立促進事業）個々の能力や特性、ニーズに合わせた就労支援を行うことを目指し、就労支援プログ
ラムを継続して実施する。 生活保護を利用している世帯数 想定値 1,050当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値 1,161

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 7 25

令和 2年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 30

令和 3年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 40

生活保護の利用者は、社会経験の不足や精神障害、発達障害、さまざまな環境要因による困難を抱えている。就労支援において
(7)事業実施上の課題と対応 は訓練等によって本人の適応力を高めるのではなく、多様な働き方を模索し、環境とのマッチングを行うような支援に切り替え 代替案検討 ○有 ●無

ていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助）
嘱託職員報酬（２号・１人） 2,167 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,167 2,168 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,173 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,173
共済費 341 共済費 348 328 共済費 352 共済費 356
費用弁償費 160 費用弁償費 160 91 費用弁償費 162 費用弁償費 164

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,668 合　　計 2,675 2,587 合　　計 2,687 合　　計 2,693
国庫支出金 補助率 75 ％ 2,018 補助率 75 ％ 2,025 1,940 補助率 75 ％ 2,034 補助率 75 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 650 650 647 653 2,693

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 12.6 11.9 11.9 11.6 0
正職員人件費 110,880 104,720 104,720 102,080 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,668 0 0 2,722 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 113,548 107,395 107,307 104,767 2,693
(11)単位費用

108.14千円／世帯 102.28千円／世帯 92.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

この事業は、日本国憲法第２５条に規定されている「生存権（国民は、健康で文化的最低限度の生活を営む権利を有する ●①事前確認での想定どおり
）」の理念に基づき、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 助長することを目的としています。自立支援としては就労支援員による、就職活動の支援を行っています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 生活保護が必要な人には、保護を利用してもらえるよう、生活保護制度を正しく理解してもらうことで、生活保護利用に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

対する抵抗感をなくしていく取組みが必要です。 我孫子市においては、生活保護申請者数は増加傾向であり、生活困窮者に対して、国民の権利である生存権の保証を実現
近年では、高齢世帯は年々増加しており、糖尿病等の慢性疾患や精神疾患の割合が高く、療養期間が長期化するなど、医 することができたため。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律により自治体である我孫子市が実施することとなってい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る。（法定受託事務）
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 特になし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 就労支援においては、市内外の企業と連携しながら進めてい 共通認識と情報共有、及び参加・共同の工夫。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り る。また、就農等、市内での中間的就労の場の確保など市民 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 団体等との連携も強化している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自立支援においては、我孫子市の環境に合った自立のかたち 余った食材などを市民や農家等からいただき、フードバンク ●①想定どおり
□②生き物と共存している を模索する必要があり、環境問題を扱う市民団体等との連携 に提供するなど、フードロス対策に寄与している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している を行っている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(世帯) 目標値(b)(世帯) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(世帯) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 25 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生活・就労支援の継続支援中。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 28
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 107,395 6,153 107,307 99.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 生活保護受給者が増加傾向であるため、事業費の ●不要

軽減・削減は難しい。

5.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 生活保護受給者が増加傾向であるため、事業費の増加が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 必要。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

世帯 10万円 0.01 50

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
生活保護受給者の伸び率、受給者数（世帯）は、今後も高齢者世帯を中心に増加していくことが想定される。
生活保護申請・受給前の生活相談の段階での住居確保給付金制度などを利用した住宅支援、就労支援プログラムなどを利用した就労支援なども
含めた支援を今後も引き続き実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 362 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活保護事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活保護事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 16 人 (換算人数 11.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 107,395 千円 (うち人件費 104,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 生活保護法に基づき生活に困窮してい



済環境の変化に対応し、多様化する福祉ニーズに的確に対応していくために、充分な進行管理のもと
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的 に事業を進める。
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。
平成２７年度～３１年度までの５か年計画としてスタートした第５次健康福祉総合計画は、健康福祉部門・ 健康福祉総合計画推進協議会が、平成３１年度までの第５次健康福祉総合計画について健康福祉部門・子ど
子ども部門の個別計画の上位計画として位置づけし、同時に、社会福祉法第１０７条に基づく「地域福祉計 も部門の個別計画進捗状況などの報告や特に重要な案件の協議を行い、現状、課題、改善策などの情報共有
画」を兼ねて策定し、我孫子市社会福祉協議会が策定する「我孫子市地域福祉活動計画」との連携を図り推 当該年度 をすると共に、平成３２年度スタートの第６次計画策定について協議を行う。第６次計画策定にあたっては
進していく。高齢、子ども、障害、健康の取り組みの方向性を明らかにし、地域住民、社会福祉関係者、行 執行計画 、平成３０年４月施行、社会福祉法の一部改正による地域共生社会の実現に向けて、我が事・丸ごとの地域

(3)事業内容 内　　容 政などが相互に連携・協力し、安心とゆとりの健康福祉の実現に向け、総合的に推進することをめざす。  福祉推進の理念を踏まえ、地域住民が主体的に地域福祉に取り組む体制を整備する必要があるため、市民に
 アンケート調査を行い、市民意識や意見を踏まえて進めていく。
【政策】平成３１年度には、第６次計画の策定作業を実施する。平成３０年４月施行、社会福祉法の一部改 推進協議会開催回数 想定値 4当該年度
正による地域共生社会の実現に向けて、我が事・丸ごとの地域福祉の理念を踏まえ、現計画を見直し、第６ 単位 回

活動結果指標 実績値 3次計画を策定する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康福祉総合計画に掲載している施策が適正に効果的に執行されるよう進行管理を行う。 直接 事前評価における主要施策の実施率（実施された施策数／施策数） ％ 100 100

令和 2年度 健康福祉総合計画に掲載している施策が適正に効果的に執行されるよう進行管理を行う。 直接 事前評価における主要施策の実施率（実施された施策数／施策数） ％ 100

令和 3年度 健康増進・福祉サービスの提供などの達成度として、企画課が実施している次期「市民アンケート調査」における健康福祉施策 直接 評価改善達成率（評価改善を達成した項目数／項目数） ％ 100
の満足度において、「満足」「やや満足」の合計割合を平成２３年度調査結果より、各項目で約５ポイントの評価改善する。
健康福祉部門・子ども部門の個別計画進捗状況を充分把握するため、担当課と充分な連携に努める。現状、課題、改善策などの

(7)事業実施上の課題と対応 情報共有をする。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業
○委員報酬費 ○委員報酬費 ○委員報酬費 ○委員報酬費
健康福祉総合計画推進協議会 84 健康福祉総合計画推進協議会 84 84 健康福祉総合計画推進協議会 84 健康福祉総合計画推進協議会 84
（3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円）
○筆耕翻訳料 36 ○筆耕翻訳料 37 0 ○筆耕翻訳料 37 ○筆耕翻訳料 37
推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費
（16,500円×2時間×1回×1.08） （16,500円×2時間×1回×1.10） （16,500円×2時間×1回×1.10） （16,500円×2時間×1回×1.10）

実施内容
＊ 健康福祉総合計画アンケート調査委託 1,087 680

(8)施行事項
費　　用 ＊ 印刷製本費 491 287

＊ 委員報酬
健康福祉総合計画推進協議会 84 4
（3,500円×12人×2回＝84,000円）

＊ 通信運搬費
アンケート送信・返信用郵送料 425 366

予算(決算)額 合　　計 120 合　　計 2,208 1,421 合　　計 121 合　　計 121
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 120 2,208 1,421 121 121

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.78 0.78 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 6,864 6,864 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,080 9,072 8,285 4,081 4,081
(11)単位費用

4,080千円／回 2,268千円／回 2,761.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成３１年度までの第５次健康福祉総合計画は、健康福祉部門・子ども部門の個別計画（子ども総合計画、心も身体も健 ●①事前確認での想定どおり
康プラン、介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画、障害者プラン）の上位計画として、各計画の課題や施策の重要性や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 総合的・統一的に調整を図り、健康福祉全体の現状，課題，改善策などの情報共有や子ども、健康、高齢、障害の各分野 ○要
   背景は？(事業の必要性) 別計画との連携を強化していくために必要である。これに加えて、市は社会福祉法の改正に伴う我が事・丸ごとの地域福 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

祉の理念を踏まえ、平成３２年度スタートの第６次健康福祉計画を策定する必要がある。 第５次健康福祉総合計画主要施策について進行管理を取りまとめ、健康福祉総合計画推進協議会で協議し、意見を事業に
反映させるとともに、第６次健康福祉総合計画策定についても意見を求めることができ、作成できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 計画においては、公助による取り組みだけではなく、自助・

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 共助の促進や連携についても更新を示す必要がある。市が協
□その他 　促進された 議会を開催することで、健康福祉及び子ども分野における市

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 民ニーズを把握し、計画に反映することが必要であるため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 第６次健康福祉総合計画の策定に当たり、市民アンケート調 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 査を実施した。また、推進協議会の意見を踏まえつつ計画を ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 策定した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
第６次健康福祉総合計画の策定にあたっては、市民のアンケート調査を実施する他、職員以外で構成される推進協議会の
意見を踏まえながら進めていく。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初予定していた協議会の回数を行わなくても計画が策定できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 3
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,072 △4,992 8,285 91.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 当初予定していた協議会の回数を行わなくても計 ●不要

画が策定できたため。

△122.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初予定していた協議会の回数を行わなくても計画が策

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 定できたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.1

％ 10万円 0.04 3.64

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
計画を効果的に推進する上で、計画に位置付けた施策の主な指標の事後評価等進行管理を行うことは重要であり、今後も継続して推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 363 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 健康福祉総合計画の策定及び進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.78 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,072 千円 (うち人件費 6,864 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 社会経



協議会への補助を行うことにより、地域ぐるみの福祉サービス提供・推進体制を充実させる。
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
社会福祉協議会の運営費補助及び同協議会定款に定める事業について補助を行う。 社会福祉協議会運営費及び同協議会定款に定める事業についての支援を行う。
認知高齢者や一人暮らしの高齢者が増加する中、判断能力が不十分な方が地域で安心して生活できるような 職員人件費と一部事業について補助する。
相談体制や成年後見制度等の利用を支援する体制を構築する。また、今後のニーズ増加に対応するため、市 当該年度 後見支援センター事業は、後見専門員配置に伴う人件費についての支援を行う。
民後見人が適切に活動していくための支援体制を構築する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

補助等を通して実施する事業 想定値 18当該年度
単位 事業

活動結果指標 実績値 18

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 事業 6,259 6,200

令和 2年度 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 事業 6,500

令和 3年度 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 事業 6,700

「第５次地域福祉活動計画」の基本理念である「安心とゆとりの健康福祉都市あびこ」を実現するため、地域「見守り活動」「
(7)事業実施上の課題と対応 世代間交流」を一層促進させる。また、社会福祉協議会の財政基盤の充実と活動拠点の整備の支援を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉協議会補助金 106,407 社会福祉協議会補助金 109,643 109,643 社会福祉協議会補助金 110,949 社会福祉協議会補助金 109,607
後見支援センター運営費補助金 3,280 後見支援センター運営費補助金 3,280 3,280 後見支援センター運営費補助金 3,280 後見支援センター運営費補助金 3,280

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 109,687 合　　計 112,923 112,923 合　　計 114,229 合　　計 112,887
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 109,687 112,923 112,923 114,229 112,887

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03
正職員人件費 264 264 264 264 264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 109,951 113,187 113,187 114,493 113,151
(11)単位費用

6,108.39千円／事業 6,288.17千円／事業 6,288.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域住民の福祉に対する考え方を深め、地域で支えあう福祉を充実させるため、障害の有無や年齢、性別などに関わらず ●①事前確認での想定どおり
全ての人が住みなれた地域や家庭で、共に生きるノーマライゼーションの考え方を前提とした社会づくりが必要になって ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いる。我孫子市社会福祉協議会は、本市における社会福祉事業の能率的運営と地域社会福祉の増進を図るために設立され ○要
   背景は？(事業の必要性) た社会福祉法人であり、その事業運営の財政的基盤を支援することは、ノーマライゼーションの推進に寄与するものであ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 支援を行うことで財政基盤が確保され、安定した地域福祉政策を実施することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 社会福祉協議会は、自主財源を確保する努力はしているが、

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 十分ではなく、運営費の一部について市が補助している。社
□その他 　促進された 会福祉協議会の健全な運営は、地域福祉のために欠かせない

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ものであり、補助については、十分な公益性が認められてい
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された るものである。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 補助に係る事業において各種ボランティアとして連携してい 地域福祉活動において市民と協働して行った。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業) 目標値(b)(事業) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6,259 6,200 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個人でのボランティア登録数の増加によるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6,259 100.95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 113,187 △3,236 113,187 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.48

事業 10万円 5.53 100.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
人件費については、今後も市の給与体制に合わせ補助し、効率的な事業運営を図るよう指導するとともに、地域福祉を推進するための公共性の
高い事業を安定かつ継続的に実施できるよう現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1384 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会福祉協議会事業支援 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 社会福祉協議会支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 113,187 千円 (うち人件費 264 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 社会福祉



国民に保障されている基本的人権を擁護し、人権尊重思
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的 想の啓発・高揚を図る。
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
人権擁護委員による人権相談及び人権啓発活動への協力・支援 ４月～３月　　人権相談の会場確保及び設営        
＜事業概要＞ ４月　　　　　人権擁護委員協議会常務委員会　　
・人権相談の会場確保及び設営 当該年度 ５月　　　　　人権擁護委員協議会定時総会
・人権啓発活動の協力・支援 執行計画 ６月　　　　　人権擁護委員の日啓発活動

(3)事業内容 内　　容 ・人権擁護委員協議会への協力・支援 ９月　　　　　人権擁護委員協議会常務委員会 
・人権擁護委員協議会の会議出席 １１月　　　　人権擁護委員協議会常務委員会
・地域人権啓発活動活性化事業（平成31年度実施・隔年事業） 人権が尊重される社会の実現 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 人権が尊重される社会の実現 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100 100

令和 2年度 人権が尊重される社会の実現 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100

令和 3年度 人権が尊重される社会の実現 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100

本事業は潜在的ニーズは高いと思われる。広報等により人権相談を実施していることを広く市民に周知する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

人権擁護委員研修会旅費 3 人権擁護委員研修会旅費 3 3 人権擁護委員研修会旅費 3 人権擁護委員研修会旅費 3
人権擁護委員会旅費 5 人権擁護委員会旅費 3 3 人権擁護委員会旅費 3 人権擁護委員会旅費 3
人権擁護委員昼食代 13 人権擁護委員昼食代 4 2 人権擁護委員昼食代 4 人権擁護委員昼食代 4
柏人権協議会負担金 395 柏人権協議会負担金 395 395 柏人権協議会負担金 395 柏人権協議会負担金 395
千葉県啓発センター団体会員負担金 50 千葉県啓発センター団体会員負担金 50 50 千葉県啓発センター団体会員負担金 50 千葉県啓発センター団体会員負担金 50
人権消耗品費 8 人権消耗品費 10 0 人権消耗品費 10 人権消耗品費 10

地域人権啓発活動活性化事業（隔年事業
実施内容 ・講師報償費等 225 200

・啓発用品等 255 224
(8)施行事項

費　　用 ・印刷製本費 196 120
・手話通訳・筆耕翻訳料 98 70
・保険料 11 11
・警備委託料 15 15

予算(決算)額 合　　計 474 合　　計 1,265 1,093 合　　計 465 合　　計 465
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 97 ％ 772 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 474 493 1,093 465 465

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26
正職員人件費 2,288 2,288 2,288 2,288 2,288

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,762 3,553 3,381 2,753 2,753
(11)単位費用

27.62千円／％ 35.53千円／％ 33.81
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「２１世紀は人権の世紀」といわれ、「人権の尊重が平和の基礎である」という考え方が世界の共通認識となっているが ●①事前確認での想定どおり
、児童虐待や配偶者への身体的、精神的暴力などは数多く存在している。身近に人権問題を相談できる場所が必要となっ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ているとともに、広く人権尊重の啓発活動を展開していくことが求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多様性を認め合い、基本的人権の尊重される社会の実現のため、相談や啓発活動を推進することができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 人権擁護委員による直接人権相談の会場手配及び人権啓発活

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 動に職員が参加し、実施している。市が人権擁護委員と協力
□その他 　促進された し、人権相談や人権啓発活動を実施することにより人権思想

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の高揚を効果的に推進することができる。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 人権擁護委員の人権啓発活動の行動実施及び人権擁護委員協 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 議会活動への参加協力。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

常設相談及び特設相談窓口を設置し、相談者に対して確実な対応が取れたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,553 △791 3,381 95.16
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

平成31年度は地域人権啓発活動活性化事業（隔年事業）実施のため

△28.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.81

％ 10万円 2.96 105.34

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
多様性を認め合い、基本的人権の尊重される社会の実現のため、相談や啓発活動を推進していく必要があることから、今後も継続して推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1385 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 人権啓発 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 人権相談・啓発 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,553 千円 (うち人件費 2,288 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 人権擁護委員の活動を援助・協力することにより、



護のために行う民生委員・児童委員活動支援、遺族会活動支援についてその
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的 業務を委託する。
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
民生委員・児童委員の活動（協議会含む）及び研修に係る業務を主業務とし、あんしん医療情報カードの配 民生委員・児童委員協議会事業
布業務・遺族会活動運営支援業務もまとめて社会福祉協議会に委託する。 遺族会事業

当該年度 あんしんカード更新時期のため６５歳以上の世帯に配布
執行計画

(3)事業内容 内　　容

民生委員・児童委員協議会活動等援助業務委託の執行率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 89.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 援助業務委託の管理 間接 援助業務委託の執行率　１００％ ％ 89.7 100

令和 2年度 援助業務委託の管理 間接 援助業務委託の執行率　１００％ ％ 100

令和 3年度 援助業務委託の管理 間接 援助業務委託の執行率　１００％ ％ 100

地域福祉活動の推進を図っていくことには、社会福祉協議会との連携が不可欠であるため、さらに市と社会福祉協議会が連携を
(7)事業実施上の課題と対応 密にし、適正な業務委託の管理が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 13,538 福祉事業一部業務委託 13,504 12,686 福祉事業一部業務委託 13,504 福祉事業一部業務委託 13,504
研修旅費 29 5 研修旅費 29 研修旅費 29
研修負担金 105 37 研修負担金 105 研修負担金 105

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,538 合　　計 13,638 12,728 合　　計 13,638 合　　計 13,638
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 531 補助率 5 ％ 686 678 補助率 5 ％ 686 補助率 5 ％ 686
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,007 12,952 12,050 12,952 12,952

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,714 13,814 12,904 13,814 13,814
(11)単位費用

137.14千円／％ 138.14千円／％ 143.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福祉施策の展開には民生委員・児童委員の地域での協力が不可欠であるため、地域福祉の増進を事業目的としており、そ ●①事前確認での想定どおり
の事業に精通し、かつ市内全域での事業実施ができる、社会福祉協議会に業務委託を行うもの。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、社会援護事業の一環として、我孫子市遺族会支援業務についても、社会福祉協議会にあわせて業務委託するもの。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

釈迦福祉協議会は、ＮＰＯ，市民全域での事業が実施可能であり、地域福祉事業にも精通している。民生委員児童委員の
活動や遺族会の活動支援業務の推進のために本事業は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域福祉活動を担う民生委員・児童委員の活動や遺族会活動

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 支援業務、あんしん医療情報カードの配布業務の推進を図っ
□その他 　促進された ていくため、地域福祉の増進を事業目的としており、その事

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 業に精通し、かつ市内全域での事業実施ができる社会福祉協
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 議会に業務を委託した。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 補助に係る事業において、各種ボランティアと連携している 民生委員児童委員、各種ボランティアと連携している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
89.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

目標通り業務委託を行うことができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89.7 89.7
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,814 △100 12,904 93.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.73

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.72

％ 10万円 0.7 97.22

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域福祉の推進を図っていくために必要不可欠であり、今後も引き続き委託を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1387 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会福祉協議会事業支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 社会福祉事業業務委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,814 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 市が地域福祉活動推進、社会援



目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
民生委員・児童委員の推薦 民生委員欠員補充のため年３回（７月、１１月、１月）の民生委員推薦会を開催を予定。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

定員充足推薦割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 89.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 民生委員・児童委員の定員確保 直接 定員充足推薦割合 ％ 89.7 100

令和 2年度 民生委員・児童委員の定員確保 直接 定員充足推薦割合 ％ 100

令和 3年度 民生委員・児童委員の定員確保 直接 定員充足推薦割合 ％ 100

民生委員・児童委員の欠員が生じている地区があるため、民生委員と協力し、定員確保に努める必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

民生委員推薦会報酬 84 民生委員推薦会報酬 84 60 民生委員推薦会報酬 84 民生委員推薦会報酬 84

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 84 合　　計 84 60 合　　計 84 合　　計 84
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 84 84 60 84 84

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.33 0.43 0.43 0.33 0.33
正職員人件費 2,904 3,784 3,784 2,904 2,904

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,988 3,868 3,844 2,988 2,988
(11)単位費用

29.88千円／％ 38.68千円／％ 42.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

厚生労働大臣が委嘱する民生委員・児童委員は、民生委員法に基づき市が推薦することになっている。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

厚生労働大臣が委嘱する民生委員・児童委員は、民生委員法に基づき、市が委嘱手続きを進めることが定められているた
め、本事業は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 厚生労働大臣が委嘱する民生委員・児童委員は、民生委員法

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に基づき、市が委嘱手続きを進めることが定められている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 民生委員の身分は、非常勤特別職の地方公務員に該当するが ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 実態としてはボランティア的な面もある。欠員地区の補充を ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り するため、地域の民生委員と協力し、定数の確保に努めた ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民生委員推薦会は、民生委員法に基づき関係委員の代表で構成するものとされている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
89.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規民生委員を推薦したが、欠員地区を全て埋めるまでには至らなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89.7 89.7
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,868 △880 3,844 99.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△29.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 一斉改選により定年や途中での退任者が増加したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.59

％ 10万円 2.33 89.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
欠員地区の解消に向けて民生委員の推薦を民生委員と協力し、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1388 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域福祉活動支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 民生委員推薦 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,868 千円 (うち人件費 3,784 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 民生委員・児童委員の推薦
施策目的・

(2)



、市民の社会福祉活動への支援
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
障害者や高齢者の外出支援や社会参加のために役立ててもらう。また、市民団体等に福祉バスを利用しても （随時処理）
らい,研修などの地域福祉活動に役立ててもらう。 ・福祉バス利用申請書の受付
２６年度より日曜、祝日もバスの貸し出しを行う。 当該年度 ・福祉バス利用決定通知書の送付
市の各事業へのバスの貸し出し。 執行計画 ・福祉バス運行計画書の送付

(3)事業内容 内　　容 平成２６年４月１日より国のバス料金の改訂があり予算額が増加となっている。
平成２８年度より１０月、１１月は、優先予約事業を制限し一般市民用に開放した。
平成３０年度より大型バスに加え、中型バスの貸し出しも可能となった。（１日につき、どちらか１台を貸 福祉バスの使用率 想定値 53当該年度
出可能） 単位 ％

活動結果指標 実績値 47.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 福祉バスを利用団体に適正に貸し出す。 間接 福祉バスの使用率 ％ 47.7 53

令和 2年度 福祉バスを利用団体に適正に貸し出す。 間接 福祉バスの使用率 ％ 55

令和 3年度 福祉バスを利用団体に適正に貸し出す。 間接 福祉バスの使用率 ％ 60

高齢者や障害者の外出支援及び社会参加促進をはじめに、地域福祉の向上につながる活動を行う団体の活動支援を引き続き行っ
(7)事業実施上の課題と対応 ていく。ホームページ等を通して適正利用に関する周知を行いながら運行管理をしていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

バス借り上げ料 14,034 バス借り上げ料 14,077 12,575 バス借り上げ料 14,434 バス借り上げ料 14,796
時間制運賃　10,359,360円 時間制運賃　10,637,579円 時間制運賃　10,925,442円 時間制運賃　11,199,452円
（5450円×1,760時間×1.08） 大型 大型（5,310円×1,216時間×1.1） 大型（5,310円×1,246時間×1.1）
キロ制運賃　3,674,160円 （5,310円×639時間×1.08） 中型（4,490円×774時間×1.1） ＊ 中型（4,490円×794時間×1.1）
（140円×24,300㎞×1.08） （5,310円×557時間×1.1） キロ制運賃　3,507,900円 キロ制運賃　3,596,032円
嘱託職員報酬（2号嘱託職員1人） 915 中型 大型（120円×17,165㎞×1.1） 大型（120円×17,596㎞×1.1）
共済費 150 （4,490円×324時間×1.08） 中型（100円×11,292㎞×1.1） 中型（100円×11,576㎞×1.1）

実施内容 （4,490円×435時間×1.1） 嘱託職員報酬（2号嘱託職員1人） 934 嘱託職員報酬（2号嘱託職員1人） 934
キロ制運賃　3,438,780円 共済費 155 共済費 155

(8)施行事項
費　　用 大型

（120円×9,800km×1.08）
（120円×7,205km×1.1）
中型
（100円×4,980km×1.08）
（100円×6,180km×1.1）
嘱託職員報酬（2号嘱託職員1人） 934 934
共済費 155 155

予算(決算)額 合　　計 15,099 合　　計 15,166 13,664 合　　計 15,523 合　　計 15,885
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,099 15,166 13,664 15,523 15,885

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.11 0.11 0.01 0.01
正職員人件費 88 968 968 88 88

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,063 1,110 1,110 1,113 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,187 16,134 14,632 15,611 15,973
(11)単位費用

303.74千円／％ 304.42千円／％ 306.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福祉バスは、高齢者団体や障害者団体の外出支援や社会参加のために必要である。 ●①事前確認での想定どおり
また、市民活動団体の研修や視察などに福祉バスを利用していただくことにより、地域福祉活動を活性化させている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市役所の各課の事業実施にも福祉バスを利用している。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

祉バスの貸し出しは市民ニーズが高い事業であり、本事業の実施により、高齢者や障害者の社会参加、地域福祉の向上を
図ることができるため、必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が安価に福祉バスを市民団体等への貸し出すことにより、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市民の福祉活動が活発に行われ、地域福祉の増進につながる
□その他 　促進された ため。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民が福祉バスを利用することにより、地域福祉活動が活性化している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
アイドリングストップを推奨している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
47.7 53 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウィルス感染症拡大により、２月後半から３月分全てキャンセルとな
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 47.7 90

ったが、高齢者団体を中心にバスの利用件数があり、目標値まで達した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,134 △947 14,632 90.69
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.33

％ 10万円 0.33 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今年度は、コロナウィルス感染症拡大により、２月から３月にかけて、福祉バスの利用が中止となったが、高齢者団体を中心に利用団体は多い
ことから、事業の必要性及び地域福祉活動への貢献度は高いと思われる。今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1389 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域福祉活動支援 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 福祉バス運行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,134 千円 (うち人件費 968 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 障害者や高齢者の外出支援や社会参加への支援



管理
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
根戸福祉センターの施設・設備の維持管理事務 ４月～３月　施設内点検及びエレベーターの保守点検
平成２７年度指定管理終了後、栄興会が賃料を支払いデイサービスセンターの運営をしている。 ８月　消防施設点検 
施設の修繕や管理は、市の担当課が行う。 当該年度 １月　消防施設点検    随時　施設の清掃

執行計画
(3)事業内容 内　　容

根戸福祉センター施設、設備の管理達成率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 根戸福祉センター施設、設備の管理の徹底 直接 根戸福祉センター施設、設備の管理達成率 ％ 100 100

令和 2年度 根戸福祉センター施設、設備の管理の徹底 直接 根戸福祉センター施設、設備の管理達成率 100

令和 3年度 根戸福祉センター施設、設備の管理の徹底 直接 根戸福祉センター施設、設備の管理達成率 100

老朽化している箇所が多いことから、毎月の点検結果や利用者からの要望に基づいて修繕をしながら管理していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施設修繕料 100 施設修繕料 50 187 施設修繕料 50 施設修繕料 50
・バルクリース方式による空調機器 根戸福祉センター通信設備改修 71
修繕工事を予定 予備費２０８千円
※予算については施設管理課で計上

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 50 258 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △3,103 △3,182 △2,974 △3,150 △3,150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,203 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,232 3,232 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,200 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,200
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0.35 0.35
正職員人件費 1,760 2,640 2,640 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,860 2,690 2,898 3,130 3,130
(11)単位費用

18.6千円／％ 26.9千円／％ 28.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年間を通じて市民が使用する施設のため、施設、設備の管理を徹底し、事故を防ぐことが必要になる。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域活動の拠点となる施設のため、施設、設備の管理を徹底することは必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・施設、設備の維持管理（包括管理委託）

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・ふれあい交流室の提供
□その他 　促進された 市が施設管理、維持管理を行うことにより、安定した管理運

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 営が可能になっている。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 北地区社会福祉協議会との連携（受付業務） 我孫子市北地区社会福祉協議会にふれあい交流室の受付業務 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を無償で委託している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設、設備の管理を行い、事故の防止を図ることができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,690 △830 2,898 107.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△44.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.72

％ 10万円 3.45 92.74

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も施設の維持管理、我孫子北地区社会福祉協議会への一部業務の委託を行いながら、引き続き事業を推進していくが、来年度は、根戸デイ
サービスセンターの契約内容について見直したい。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1390 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域福祉活動支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 根戸福祉センターの運営管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,690 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 根戸福祉センター施設、設備の



より死亡した市民並びに災害を受けた市民及び法人に対し市
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 として支援することにより福祉の向上に資することを目的とする。
展開方向

・市内で災害（災害救助法が適用される災害を除く）により被災した市民及び法人に対し災害見舞金を支給 （随時処理）
する。 ○災害の程度により災害見舞金額を決定し支給する。・全焼、全壊・半焼、半壊・床上浸水・死亡
・市内で災害（災害救助法が適用される災害を除く）により自ら居住する住宅を失った市民のうち、宿泊す 当該年度 ○宿泊所の提供。　・市内の宿泊施設の提供する。
る場所を確保できない被災者に対して応急的に宿泊所の提供をする。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

被災者見舞金支給率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 被災者の状況に応じて迅速な支給、対応をする。 直接 被災者に対して見舞金の支給率 ％ 100 100

令和 2年度 被災者の状況に応じて迅速な支給、対応をする。 直接 被災者に対して見舞金の支給率 ％ 100

令和 3年度 被災者の状況に応じて迅速な支給、対応をする。 直接 被災者に対して見舞金の支給率 ％ 100

被災者に対しては１日も早く以前の生活を取り戻してもらうため、災害発生後における迅速な対応が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

被災者援護事業 被災者援護事業 被災者援護事業 被災者援護事業
・見舞金支給 300 ・見舞金支給 80 140 ・見舞金支給 80 ・見舞金支給 80
・宿泊所提供 87 ・宿泊所提供 34 105 ・宿泊所提供 34 ・宿泊所提供 34

予備費１３１千円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 387 合　　計 114 245 合　　計 114 合　　計 114
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 387 114 245 114 114

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.16 0.16 0.11 0.11
正職員人件費 968 1,408 1,408 968 968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,355 1,522 1,653 1,082 1,082
(11)単位費用

13.55千円／％ 15.22千円／％ 16.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

被災者は災害によって住居や財産を失っている人が多く、１日も早く安定した生活を取り戻すためにも災害見舞金の支給 ●①事前確認での想定どおり
や宿泊所の提供は必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災者は、住居や財産を失うだけではなく体力的、精神的にも追い詰められた状態になるため、見舞金や宿泊場所の提供支
援は不可欠である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 見舞金の支給、応急的な宿泊所の提供。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が被災者を支援することで、被災者が安定した生活を取り
□その他 　促進された 戻すことにつながる。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
日赤事業との連携

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

被災者に対して、もれなく見舞金を支給することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,522 △167 1,653 108.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△12.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.57

％ 10万円 6.05 92.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
当事業は、被災者が早期に生活を取り戻すために有効な事業であるため現状通り推進していく

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1391 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 被災者援護 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,522 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 災害（災害救助法が適用される災害を除く）に



規模災害や内戦等の武力紛争などの救援活動を展開している
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的 。我孫子市においても「日本赤十字社我孫子市地区」をおき、市内災害の救援活動や献血等の血液事業や救
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。 急法等の各種講習会を地域で展開している。
・社員増強・社資募集運動を展開して、地域住民に対し赤十字活動の理解と資金的協力を依頼する。 ４月：社員増強・社資募集運動に関する自治会、町内会の説明会を実施。
・年４回市役所正面玄関において献血を実施。 ５月・６月：社員増強・社資募集運動展開。　７月：西部ブロック１日赤十字開催
・市内の災害時における救援物資・見舞金の支給。 当該年度 ６月・９月・１２月・３月：市役所玄関において献血実施。

執行計画 ９月：市防災訓練の参加。（赤十字奉仕団）
(3)事業内容 内　　容 年間：市内の災害時における救援物資の配布、見舞金の支給。

千葉県支部での赤十字奉仕団や担当職員の研修会等への参加。　千葉県支部との連携、事務。
協力会員数と献血者数 想定値 2,000当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 1,217

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 日本赤十字の活動に、より多くの市民に協力してもらう。 間接 多くの市民に献血等に協力してもらうことにより赤十字活動に参加し 人 1,217 2,000
理解してもらう人数

令和 2年度 日本赤十字の活動に、より多くの市民に協力してもらう。 間接 多くの市民に献血等に協力してもらうことにより赤十字活動に参加し 人 2,200
理解してもらう人数

令和 3年度 日本赤十字の活動に、より多くの市民に協力してもらう。 間接 多くの市民に献血等に協力してもらうことにより赤十字活動に参加し 人 2,500
理解してもらう人数

血液は長期的に保存できないため、定期的な献血の協力が必要になるが、年間の摂取量が決められていることから、イベント等
(7)事業実施上の課題と対応 の実施を通して、新たな協力者の確保に取組む必要がある。日本赤十字協力資金の説明会は社会福祉協議会の募金活動の説明会 代替案検討 ○有 ●無

と同時開催する予定であるため、自治会等に誤解を与えないよう協力を求めていきたい。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬（２号嘱託職員１人） 915 嘱託職員報酬（２号嘱託職員１人） 934 934 嘱託職員報酬（２号嘱託職員１人） 934 嘱託職員報酬（２号嘱託職員１人） 934
共済費 150 共済費 155 155 共済費 155 共済費 155

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,065 合　　計 1,089 1,089 合　　計 1,089 合　　計 1,089
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,065 1,089 1,089 1,089 1,089

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.01 0.01 0.11 0.11
正職員人件費 968 88 88 968 968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,064 1,110 1,110 1,102 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,033 1,177 1,177 2,057 2,057
(11)単位費用

1.02千円／人 0.59千円／人 0.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

県内での血液が不足しているため、より多くの献血協力者が必要である。しかし、献血協力者の半数以上が献血経験者で ●①事前確認での想定どおり
あり、また、１人に対しての年間摂取量が制限されているため（男性１，２００cc、女性８００cc）県内での血液摂取量 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が頭打ち状態である。新たな献血協力者と血液を確保することが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災害時対応、血液協力確保等、住民福祉の維持は地域にとって不可欠であり、本事業の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 活動資金協力運動、献血などへの協力のほか、日本赤十字社

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 と連携して災害時の救援物資の配布や見舞金の支給を行う。
□その他 　促進された 日本赤十字社の自主性を尊重しながら、国、地方公共団体は

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 活動に対し連携し、支援を行う必要があり、県知事が支部長
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 、市町村長が地区長となり、日本赤十字社に協力している。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 千葉県知事から赤十字活動についての協力を依頼されている □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 赤十字奉仕団の協力 ボランティアとして、我孫子市赤十字奉仕団が協力している ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 日本赤十字社は、人道・博愛の精神に基づき、常に人命第一 ●①想定どおり
□②生き物と共存している の活動をしている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,217 2,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

協力会員数が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,217 60.85
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,177 856 1,177 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

42.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 寄付する自治会数の減少及び寄付額の減少。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 169.92

人 10万円 103.4 60.85

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
災害時対応、血液確保への協力等、日本赤十字社との連携・協力は、万が一の時に必要不可欠であり、本事業の必要性は高いため、継続して推
進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1392 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 日本赤十字社の援護 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,177 千円 (うち人件費 88 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 日本赤十字社は人道的支援を原則に国内外の大



対し被爆者見舞金を支給することにより、被爆者の健康と福祉の増進を図る
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 。
展開方向

○市内の被爆者を対象に被爆者見舞金を支給する。 ○毎年８月に見舞金を支給。
・市内に居住し、毎年７月１日現在住民基本台帳に登録され、被爆者健康手帳を持っている方が申請するこ ・７月１日号広報あびこに掲載し対象者に申請を呼びかける。
とにより、見舞金を支給。（見舞金額１０，０００円） 当該年度 ・７月に前年度申請者に申請書類を送付

執行計画
(3)事業内容 内　　容

申請者への支給率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請者に対し１００％の支給を行う。 直接 申請者への支給率 ％ 100 100

令和 2年度 申請者に対し１００％の支給を行う。 直接 申請者への支給率 ％ 100

令和 3年度 申請者に対し１００％の支給を行う。 直接 申請者への支給率 ％ 100

被爆から７４年が経過しており、申請者が高齢化している。昨年度申請者であり今年度も支給に該当する方や、事前に連絡のあ
(7)事業実施上の課題と対応 った転入者には、市から事前に申請書等を送付しているが、期日までに申請をしない方もいるため、その方達には市から適宜申 代替案検討 ○有 ●無

請を促す必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

原子爆弾被爆者見舞金 500 原子爆弾被爆者見舞金 420 400 原子爆弾被爆者見舞金 420 原子爆弾被爆者見舞金 420

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 500 合　　計 420 400 合　　計 420 合　　計 420
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 500 420 400 420 420

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
正職員人件費 1,144 1,144 1,144 1,144 1,144

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,644 1,564 1,544 1,564 1,564
(11)単位費用

16.44千円／％ 15.64千円／％ 15.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

原爆被爆者の健康維持・福祉の増進のために必要な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

被爆者の健康維持、福祉の増進のため必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 見舞金の支給額は１人、１０，０００円。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 被爆者は、常に健康に不安を抱きながら生活している状況に
□その他 　促進された あり、被爆者の健康維持と福祉の増進のため、見舞金を支給

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
我孫子市被爆者の会との協力

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

対象者に申請書を送付した上で、未提出者には個別連絡を行うなど、申請漏れ等
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

がないように事務処理を行ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,564 80 1,544 98.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.39

％ 10万円 6.48 101.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
被爆者は、今なお健康等に不安を感じながら生活している状況であり、被爆者の健康維持や福祉の増進のためにも見舞金支給は必要であるため
、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1393 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 原子爆弾被爆者見舞金支給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,564 千円 (うち人件費 1,144 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 原子爆弾により被爆した市民に



開方向

１１月　○本市関係戦没者に対し戦没者追悼式を挙行する。 ・行政関係者（千葉県知事・千葉県議会議員・市議会議員等）や遺族関係団体（他市遺族会・千葉県遺族会
　・拝礼、黙とう、式辞、追悼のことば、献花、献詠　　　　　　　　 等）に来賓として招待状を送付する。

当該年度 ・市遺族会会員全員に案内状を送付し参列者をつのる。
執行計画 ・広報あびこに掲載し一般市民に対しても周知する。

(3)事業内容 内　　容

参列者数 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 65

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 戦没者追悼式への参列者数の増加 直接 戦没者追悼式への参列者数 人 65 105

令和 2年度 戦没者追悼式への参列者数の増加 直接 戦没者追悼式への参列者数 人 110

令和 3年度 戦没者追悼式への参列者数の増加 直接 戦没者追悼式への参列者数 人 115

戦没者の遺族関係者が高齢になり、参列者数が減少傾向にある。遺族関係以外の若い世代や一般市民に周知し参列してもらう。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

戦没者追悼式事業 戦没者追悼式事業 戦没者追悼式事業 戦没者追悼式事業
需用費 61 消耗品費 22 22 消耗品費 22 消耗品費 22
委託費 303 追悼式お供物台 30 30 追悼式お供物台 30 追悼式お供物台 30
使用料 43 追悼式出欠確認用ハガキ代 4 2 追悼式出欠確認用ハガキ代 4 追悼式出欠確認用ハガキ代 4
通信運搬費 4 戦没者追悼生花壇設営委託 308 308 戦没者追悼生花壇設営委託 308 戦没者追悼生花壇設営委託 308

バス借上 45 45 バス借上 45 バス借上 45

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 411 合　　計 409 407 合　　計 409 合　　計 409
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 411 409 407 409 409

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,200 2,200 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,051 2,609 2,607 3,049 3,049
(11)単位費用

30.51千円／人 26.09千円／人 40.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

戦争体験者が高齢化する中で、戦争体験や記憶の風化を防止し、平和の大切さを後世に伝えるためにも、戦没者追悼式の ●①事前確認での想定どおり
挙行は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

戦没者、戦災犠牲者の諸霊に哀悼の誠を捧げ、市民と共に平和の大切さを後世に伝えるためにも、本事業は必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 戦没者追悼式の挙行。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市遺族会からの要望。
□その他 　促進された 戦没者、戦災犠牲者の諸霊に哀悼の誠を捧げ、市民と共に平

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 和の大切さを後世に伝えるためにも、市が率先して事業を行
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された う必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市遺族会会員に参加していただいている。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
我孫子市遺族会との連携（参加者の取りまとめ等への協力）

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
65 105 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

高齢化により、参加者が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 65 61.9
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,609 442 2,607 99.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

14.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 高齢化により、参加者が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.02

人 10万円 2.49 61.94

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
戦没者、戦災犠牲者の諸霊に哀悼の誠を捧げ、市民と共に平和の大切さを後世に伝えるためにも必要な事業であるため、現状通り推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1394 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 戦没者追悼式 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,609 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

戦没者に対し追悼の誠をささげるとともに、二度と戦争を繰り返すことのないよう恒久平和を市民とともに
施策目的・

(2)目的 事業目的 祈念する。
展



々に思いをいたし、その遺族に対して終戦２０周年、３０周年、４０周年、５０周年、６０周年という節
展開方向

目の機会をとらえ、国として改めて弔慰の意を意すため、特別弔慰金が支給される。
○戦没者の遺族を対象に特別弔慰金等を支給 （随時処理）
・申請書の受理 ○戦没者の遺族を対象したに特別弔慰金等の取扱い
・国庫債券の交付 当該年度 ・国庫債券を代理受領し請求者に交付。
・受給対象者への請求指導 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ○その他給付金等

請求取扱い率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国庫債券を代理受領し請求者に交付 直接 請求取扱い率 ％ 100 100

令和 2年度 国庫債券を代理受領し請求者に交付 直接 請求取扱い率 ％ 100

令和 3年度 国庫債券を代理受領し請求者に交付 直接 請求取扱い率 ％ 100

申請書受理の際、必要戸籍の提出が必要だが申請者も高齢のため確認に時間を要し、さらに県に提出した後に指摘があった場合
(7)事業実施上の課題と対応 国債の受理までにさらに時間がかかるため、受理する際の確認が重要。指摘がなかったとしても、申請から国債受領まで１年以 代替案検討 ○有 ●無

上かかるため、申請時の必要書類と併せて申請者に理解を求めることが必要。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特別弔慰金等事務 0 特別弔慰金等事務 0 0 特別弔慰金等事務 0 特別弔慰金等事務 0
・請求書類の受付、進達 0 ・請求書類の受付、進達 0 0 請求書類の受付、進達 0 請求書類の受付、進達 0
・国債債権の受領、交付 0 ・国債債権の受領、交付 0 0 国債債権の受領、交付 0 国債債権の受領、交付 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.11 0.11 0.31 0.31
正職員人件費 2,728 968 968 2,728 2,728

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,728 968 968 2,728 2,728
(11)単位費用

27.28千円／％ 9.68千円／％ 9.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法の一部を改正する法律」等に基づき、市が支給にかかる事務処理を行う事業 ●①事前確認での想定どおり
である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法定受託事務のため。（「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法の一部を改正する法律」による）

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給の手続きを実施。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 法定受託事務のため。（「戦没者等の遺族に対する特別弔慰
□その他 　促進された 金支給法の一部を改正する法律」による）

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
我孫子市遺族会との連携

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し、適正に事務処理を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 968 1,760 968 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

64.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.33

％ 10万円 10.33 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法の一部を改正する法律」に基づき、適正に事務処理を行った。来年度は、第１１回の特別弔慰金の
申請が開始されるため今後も、国の法律に基づき推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1395 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 戦没者遺族への特別弔慰金取扱い 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 968 千円 (うち人件費 968 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金は、先の大戦で公務等のため国に殉じたもとの軍人、軍属及び準軍属の
施策目的・

(2)目的 事業目的 方



業を実施するために「福祉有償運送運営協議会」を主宰し、福
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 祉有償運送の必要性、旅客から収受する対価その他の福祉有償運送を行うために必要となる事項について、
展開方向

充実を図ります。 地域の関係者が集まり協議する。
・市内のタクシー等の公共交通機関によっては要介護者、身体障害者等に対する十分な輸送サービスが確保 運営協議会の開催は年１回。ただし、新規や継続による協議事項に応じ開催をする
できないと認められる場合に、ＮＰＯ法人等が有償で移送するサービスを実施することができるよう、市が
主体となり福祉有償運送運営協議会を設置し運営する。 当該年度
・協議会は、福祉有償運送サービスの利用者・介護者、関係する市民団体・ボランティア団体、タクシー事 執行計画

(3)事業内容 内　　容 業者、千葉運輸支局職員、市職員の１０名で構成する。
・協議会では、福祉有償運送の必要性や、条件としての運送主体、運送対象、運送の対価等について協議す
る。 福祉有償運送事業所登録数 想定値 6当該年度

単位 団体
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 福祉有償運送運営協議会を開催する 間接 福祉有償運送登事業所登録数 団体 6 6

令和 2年度 福祉有償運送運営協議会を開催する 間接 福祉有償運送登事業所における無事故率 件 100

令和 3年度 福祉有償運送運営協議会を開催する 間接 福祉有償運送登事業所における無事故率 件 100

高齢や障害などの理由により移動が困難になった方を有償で移送するサービスであるため、対象者を把握している所管課での対
(7)事業実施上の課題と対応 応が期待される。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報酬費 委員報酬費 委員報酬費 委員報酬費
2,000円（1回）×7名×2回＝ 28 2,000円（1回）×7名×2回＝ 28 12 2,000円（1回）×7名×2回 28 2,000円（1回）×7名×2回 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28 合　　計 28 12 合　　計 28 合　　計 28
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28 28 12 28 28

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,788 1,788 1,772 1,788 1,788
(11)単位費用

298千円／団体 298千円／団体 295.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・本市は平成３０年１月には高齢化率が２９．４％、超高齢社会となっている。このような状況の中、高齢による移動困 ●①事前確認での想定どおり
難高齢者の買い物や交流などの外出支援の充実が強く求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ タクシー等による輸送サービスを補完するものとして、移動制約者の輸送の確保のために、福祉有償運送の必要性、旅客 ○要
   背景は？(事業の必要性) から収受する対価その他の福祉有償運送を行うために必要となる事項について、地域の関係者が集まり協議する協議会を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

運輸支局等との連携して運営していくことが必要となる。 事業所の協力申請に当たっては、道路運送施行規則第51条の7に基づき、市が主催する協議会での協議が必要となる。ま
た、高齢化率が上がる中、移動困難高齢者等の外出支援を充実させるためにも、本事業による協議及び連携は必要である

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 福祉有償運送事業所の登録には、道路運送施行規則第51条の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 7に基づき、市が主催する協議会での協議が必要となるため
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 利用者や介護者の方、福祉団体の方を委員として委嘱してい 利用者及びその家族の方や福祉団体の方を委員として委嘱し ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り る。 ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(団体) 目標値(b)(団体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(団体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

高齢者、障害者にとって有効な交通手段となっており、市民ニーズはあるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,788 0 1,772 99.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

団体 10万円 0.34 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
福祉有償運送事業所の協力申請に当たっては、道路運送施行規則第51条の7に基づき、市が主催する協議会での協議が必要となる。また、協議
会において、福祉有償運送に関する事項を協議することは、市内における移動制約者の現状把握にもつながり、福祉サービス利用者の処遇の向
上に寄与することとなるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1396 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 福祉有償運送運営協議会事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,788 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 道路運送法第79条の登録に基づき有償運送事



るとともに、緊急時には警察や一時保護施設等を運営する機関の協力を得ながら被害
施策目的・

(2)目的 ル・ハラスメントを許さない環境づくり、災害時における女性への配慮、男女平等教育などのさまざまな取 事業目的 者の安全を確保する。また、庁内関係各課や弁護士等さまざまな機関と連携しながら、相談から、緊急避難
展開方向

り組みを進めます。 、生活再建までワンストップで支援を行う総合的なソーシャルワークを展開するとともに被害者の個人情報
・婦人保護事業に基づく事業を実施する ・祝祭日を除く月曜から金曜日まで、電話又は来庁者に対して、相談と情報の提供等を行い支援する。
・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV防止法）に基づく被害者の相談業務 ・相談は、女性・男性に関わらず幅広く受け付ける。
・DV被害者の保護を図るために、一時保護施設を運営する機関と協力する 当該年度
・離婚、親権、養育費、財産分与等に関する相談支援を行うため弁護士と連携する 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・加害者から離れ、避難するDV被害者の生活再建に向けたソーシャルワークを行う
・被害者の個人情報漏洩を防止するための措置を図る
・性暴力被害者に対する相談支援を行う 相談者に対して確実に対応する対応率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 女性だけではなく男性からの相談も受ける。 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100 100

令和 2年度 女性だけではなく男性からの相談も受ける。 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100

令和 3年度 女性だけではなく男性からの相談も受ける。 直接 相談者に対して確実に対応する対応率 ％ 100

DV被害者は、自ら相談機関に繋がりづらい傾向がある。相談機関の存在を周知し、多くの被害者が相談支援につながることがで
(7)事業実施上の課題と対応 きるよう配慮する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報償費（２号嘱託・１人分） 1,959 嘱託職員報償費（２号嘱託・１人分） 1,763 1,784 嘱託職員報償費（２号嘱託・１人分） 1,763 嘱託職員報償費（２号嘱託・１人分） 1,780
共済費 291 共済費 290 347 共済費 302 共済費 305
費用弁償費 15 費用弁償費 76 55 費用弁償費 76 費用弁償費 76

＊

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,265 合　　計 2,129 2,186 合　　計 2,141 合　　計 2,161
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 895 895 補助率 50 ％ 895 補助率 50 ％ 895
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,265 1,234 1,291 1,246 1,266

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.6 0.6 0.6 0.6
正職員人件費 0 5,280 5,280 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,265 2,053 2,053 2,297 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,265 7,409 7,466 7,421 7,441
(11)単位費用

22.65千円／％ 74.09千円／％ 74.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV防止法）に基づくDV等被害者の相談と支援をすることにより ●①事前確認での想定どおり
、誰もが安心・安全に暮らすことができる、人権が尊重される社会づくりを推進する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、婦人補助事業に基づき、被害者に対する相談及び緊急保護を行う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ＤＶ件数も多く必要である。また、平成31年度から婦人相談員の設置を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 個人情報を取り扱うため、市が主導権で進める可能性が高い

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市が実施することによって、関係部署等との密な連携が図ら □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した れ、効果的な支援が展開できる。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 緊急保護や自立支援においては、NPO法人との連携により実 ひとり親やＤＶ避難者へ子ども食堂等の市民団体と協働した ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 施している。 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている DV被害者が自立していく過程で、地域への早期定着のために フードロスの解消にもつながるため、食べ物に困っているＤ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 、市民活動への積極的な参加を促すこともあり、環境活動等 Ｖ避難者への支援策としてフードバンクを利用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している のボランティアに参加することもある。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談件数の増加によって対応に追われたり、人員の問題などが残った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,409 △5,144 7,466 100.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金を活用することで、事業費の削減
に大きく寄与した。

△227.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.35

％ 10万円 1.34 99.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住民票を異動せずに避難しているＤＶ避難者に対する対策の強化が課題となる。また、ＤＶ被害者と児童虐待が併発するケースがあるため、児
童虐待部門等関係各課との連携を強化していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1400 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉相談 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 DV相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,409 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 2,264 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 42002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

男女がお互いの人権を尊重し合う社会となるよう、男女間の暴力による被害者への支援や、暴力やセクシャ DV被害者の相談に応じ



充実を図るとと 憲法第25条に規定する理念を具体化するため、生活保護法に基づき、困窮する市民あるいは市内に現在地を
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 有する人が、その困窮の程度に応じて必要な保護を受け、健康で文化的な最低限度の生活を保障されるとと
展開方向

もに、その自立を助長します。
・生活保護法で定める要件を満たす生活に困窮する世帯に対し、生活保護費（生活扶助、住宅扶助、教育扶 ・毎月１回（月初め）生活保護費の定例支給を行う。
助、介護扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助、保護施設事務費）を支給する。 ・必要に応じ月１、２回（１０日前後、２０日前後）生活保護費の追加支給を行う。
・保護の方法として、金銭支給のほかに物品の給付、役務の提供等を行う。 当該年度 ・毎月１０日前後に、被保護者が利用した医療・介護サービスに対する費用の支払いを行う。（医療扶助費
・稼働能力のある被保護者に対し、就労支援員による就労支援を行い、自立の助長を図る。 執行計画 、介護扶助費）

(3)事業内容 内　　容  ・毎月２５日前後に、医療機関等及び介護機関等に対し被保護者の医療券、介護券を発送する。
※平成３０年４月にレセプト管理システムクラウドサービス導入を行う。
生活保護被保護世帯数 想定値 1,400当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値 1,161

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100 100

令和 2年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100

令和 3年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100

生活保護被保護世帯数が増加し続けるなか、、生活保護費支給総額も増額の傾向にある。事務運営を効率敵に遂行し、生活保護
(7)事業実施上の課題と対応 法に基づいた適正な支給を行う。また医療扶助においては、レセプトシステムを活用し、ジェネリック医薬品の促進等を進める 代替案検討 ○有 ●無

。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活保護扶助費 2,354,571 生活保護扶助費 2,603,287 2,556,336 生活保護扶助費 2,568,000 生活保護扶助費 2,728,000
嘱託職員報酬等（嘱託職員2名） 5,047 嘱託職員報酬等（嘱託職員1名） 2,328 2,269 嘱託職員報酬等（嘱託職員1名） 2,322 嘱託職員報酬等（嘱託職員1名） 2,322
生活保護医療審査嘱託医報酬 528 生活保護臨時職員賃金等 2,000 1,966 生活保護医療審査嘱託医報酬 528 生活保護医療審査嘱託医報酬 528
消耗品費、印刷製本費 724 生活保護医療審査嘱託医報酬 528 528 消耗品費、印刷製本費 659 消耗品費、印刷製本費 659
通信運搬費 1,418 消耗品費、印刷製本費 635 507 通信運搬費 2,072 通信運搬費 2,072
手数料 1,559 通信運搬費、手数料 3,654 3,467 手数料 1,582 手数料 1,582
レセプト点検業務委託料 701 レセプト点検業務委託料 527 420 レセプト点検業務委託料 527 レセプト点検業務委託料 527

実施内容 生活保護システム保守委託料 817 生活保護システム保守委託料 1,023 1,023 要介護認定調査委託料 9 要介護認定調査委託料 9
要介護認定調査委託料 9 要介護認定調査委託料 9 4 生活保護臨時職員賃金等 2,006 生活保護臨時職員賃金等 2,006

(8)施行事項
費　　用 生活保護システム改修委託料 648 レセプト管理システム使用料 524 524 レセプト管理システム使用料 524 レセプト管理システム使用料 524

生活保護システム使用料 384 生活保護システム使用料 1,366 1,366 生活保護システム使用料 2,049 生活保護システム使用料 2,049
生活保護事務用備品購入費 491 生活保護システム備品購入費（９月補正 1,232 1,232 生活保護システム保守委託料 1,371 生活保護システム保守委託料 1,371
生活保護臨時職員賃金等 1,877

＊ レセプト管理システムクラウド導入委託 540
＊ レセプト管理システム使用料 432
＊ 生活保護システム更新（使用料）

 ※債務負担 30年～36年
　11,181千円
生活保護システム改修委託料（６月補正 1,620
生活保護扶助費（９月補正　進学準備給 500

予算(決算)額 合　　計 2,371,866 合　　計 2,617,113 2,569,642 合　　計 2,581,649 合　　計 2,741,649
国庫支出金 補助率 75 ％ 1,754,187 補助率 75 ％ 1,921,710 1,909,729 補助率 75 ％ 1,894,531 補助率 75 ％ 2,014,531
県支出金 補助率 0 ％ 16,023 補助率 0 ％ 21,755 31,023 補助率 0 ％ 21,755 補助率 0 ％ 21,755
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 601,656 673,648 628,890 665,363 705,363

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.69 1.59 1.59 0.92 0
正職員人件費 14,872 13,992 13,992 8,096 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,047 2,114 2,114 5,099 0
臨時職員賃金額 1,877 2,006 2,006 1,877 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,386,738 2,631,105 2,583,634 2,589,745 2,741,649
(11)単位費用

1,988.95千円／世帯 1,879.36千円／世帯 2,225.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生活保護費を支給する目的は、憲法第２５条に規定する理念を具体化するため、生活に困窮する者に対して健康で文化的 ●①事前確認での想定どおり
な最低限度の生活を保障することであり、国民生活の最後のよりどころとしての役割を果たすことである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 経済の低迷等による経済的要因、また高齢化、核家族化、家族関係意識の希薄化などによる社会的要因に起因し、今後も ○要
   背景は？(事業の必要性) 生活保護被保護世帯数の増加が予想されるなか、その役割は益々重要なものとなっている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

また法定受託事務であるため、市に実施が義務付けられている。 法定受託事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定受託事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生活保護被保護世帯に対し、適正に生活保護費を支給できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,631,105 △244,367 2,583,634 98.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.38

％ 1000万円 0.39 102.63

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
生活保護法に基づいた適正な業務と被保護世帯の自立のため、稼働能力のある被保護世帯員に対する就労支援や、医療扶助費の適正支給のため
のレセプトシステムの活用、被保護世帯の収入資産状況調査及び扶養義務者調査を引き続き行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1401 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活困窮者への自立支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活保護費給付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.59 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,487,623 千円 (うち人件費 13,992 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,631,105 千円 (うち人件費 13,992 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の



未償還金を回収する。
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的
展開方向

・生活一時資金の貸付金未償還者に督促等を行い、生活一時資金の償還を促す。 ４月　督促状、催告状による未償還者への通知
６月以降　市内債権者への訪問

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

未償還金の回収率 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 7.2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 督促状等による未償還金の回収 直接 未償還金の回収率 ％ 7.2 10

令和 2年度 督促状等による未償還金の回収 － 未償還金の回収率 ％ 11

令和 3年度 督促状等による未償還金の回収 － 未償還金の回収率 ％ 12

貸付金の返済が滞っている者が多くいるため、借受者及び連帯保証人に対して督促状、催告状等により返済を促す。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活一時金回収事務 0 生活一時金回収事務 0 0 生活一時金回収事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △250 △250 △153 △223 △200

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 250 □特会 □受益 □基金 ■その他 250 153 □特会 □受益 □基金 ■その他 223 □特会 □受益 □基金 ■その他 200
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760
(11)単位費用

176千円／％ 176千円／％ 244.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生活一時資金貸付制度は、平成２５年１２月で条例廃止となったが貸付金の未返済者がいるため返還請求を行っていく。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

の条例で実施した貸付事業であり、未収金の回収は市が行う必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の条例で実施した貸付事業であり、未収金の回収は市が行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7.2 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

未納者に対し催告状等を送付し返還の催促を行ったが、回収率の向上につながら
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7.2 72

なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,760 0 1,760 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 未納者に対し催告状等を送付し返還の催促を行ったが、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 回収率の向上につながらなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.57

％ 10万円 0.41 71.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
催告状の送付や市内未納者の訪問により、未納額を回収できたケースもあったことから、次年度以降も回収率の向上を目指し返還を促していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1402 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活一時資金貸付基金制度未償還金の回収事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,760 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 生活一時貸付金の貸付者から



と、長年にわたり労苦を共にしてきた特定配偶者の置かれている特別の事情に鑑み、中国残
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 留邦人等の円滑な帰国を促進するとともに、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援を行
展開方向

います
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す 毎月の作業として
る法律に基づき、中国残留邦人等に対しその困窮の程度に応じ法の定める保護基準に満たない部分を金銭ま 月末に、翌月分支援費の支給
たは現物により支給する。 当該年度 10日前後に、医療支援費、介護支援費の支払い
（支援給付費の種類）生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬祭・保護施設事務費 執行計画 月末に、医療券及び介護券を医療機関、介護機関へ送付

(3)事業内容 内　　容 医療扶助業務におけるレセプトのデータ化により、医療費統計の作成、分析を行いレセプト点検も画面上で
行う。

中国残留邦人等支援事業の対象世帯数 想定値 4当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 中国生活支援費の適正かつ的確な支給 直接 中国生活支援費支給世帯数（実際支給した世帯／支給すべき世帯） 世帯 4 4

令和 2年度 中国生活支援費の適正かつ的確な支給 直接 中国生活支援費支給世帯数（実際支給した世帯／支給すべき世帯） 世帯 4

令和 3年度 中国生活支援費の適正かつ的確な支給 直接 中国生活支援費支給世帯数（実際支給した世帯／支給すべき世帯） 世帯 4

中国等に残留を余儀なくされ、帰国後も日本の義務教育を受ける機会がなく日本語が不自由な方や、帰国後も懸命な努力を続け
(7)事業実施上の課題と対応 れられましたが老後の準備が十分できず、また、言葉が不自由なため、地域にもとけ込めない方など、それぞれの事情にあった 代替案検討 ○有 ●無

支援を行っていくことが重要である。　

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

中国残留邦人支援給付費 11,352 中国残留邦人支援給付費 12,051 8,233 中国残留邦人支援給付費 12,051 中国残留邦人支援給付費 12,051

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 11,352 合　　計 12,051 8,233 合　　計 12,051 合　　計 12,051
国庫支出金 補助率 75 ％ 8,772 補助率 75 ％ 9,296 6,448 補助率 75 ％ 9,296 補助率 75 ％ 9,296
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,580 2,755 1,785 2,755 2,755

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 1,760 1,760 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,992 13,811 9,993 14,691 14,691
(11)単位費用

2,798.4千円／世帯 3,452.75千円／世帯 2,498.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律に基づき、これまで様々な対策が行われて ●①事前確認での想定どおり
きたところであるが、経済情勢の変化に対応し、支援の内容も変化をする必要がある。そのため、一世帯ごとに担当の支 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 援員を配置し、それぞれの事情に合った支援を継続する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、医療扶助においては、中国残留邦人等のレセプトをデータで取込・管理をし、医療費統計の作成、分析などを行う ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

。 法定受託事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定受託事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(世帯) 目標値(b)(世帯) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(世帯) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

世帯数は想定どおりであった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,811 181 9,993 72.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

支援給付費支給対象者が１名減員したため。

1.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支援給付費支給対象者が１名減員したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

世帯 10万円 0.04 133.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
支援給付費支給対象者全員が好例レアルため、医療扶助費及び介護扶助費について給付費が増額することが予測される。
今後も支援給付費支給対象者が円滑に生活できるよう、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者
の自立の支援に関する法律に基づき、適正な支援給付費の支給及びケースワークを継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1404 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 中国残留邦人への自立支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 中国残留邦人生活支援給付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,811 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 中国残留邦人等



学校、保護 “社会を明るくする運動”は、すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 を深め、犯罪や非行のない明るい社会を築くことを目的としています。
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す
○社会を明るくする運動我孫子市推進委員会が犯罪予防や非行防止を目的とした事業を実施する。 　５月　社会を明るくする運動我孫子市推進委員会開催
（街頭啓発、広報活動等） 　７月　市内小・中学校及び企業・団体等に社会を明るくする運動ポスターの掲示依頼
○市内小・中学校及び企業・団体等に対する運動への協力依頼 当該年度 　　 　　社会を明るくする運動　街頭啓発の実施
○小・中学生対象に千葉県作文コンテストの参加依頼 執行計画 　８月　社会を明るくする運動作文コンテストの参加

(3)事業内容 内　　容

啓発活動情報提供者数 想定値 500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 500

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 社会を明るくする運動の該当啓発活動での資料提供を通じて、当運動への理解を深めてもらう。 直接 啓発活動情報提供者数 人 500 500

令和 2年度 社会を明るくする運動の該当啓発活動での資料提供を通じて、当運動への理解を深めてもらう。 直接 啓発活動情報提供者数 人 550

令和 3年度 社会を明るくする運動の該当啓発活動での資料提供を通じて、当運動への理解を深めてもらう。 直接 啓発活動情報提供者数 人 600

本事業の市民認知度が低いため、市民に対し周知活動の強化が必要。広報等の強化を図るとともに関係団体への呼びかけを行う
(7)事業実施上の課題と対応 。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会を明るくする運動啓発物品 75 社会を明るくする運動啓発物品 100 97 社会を明るくする運動啓発物品 100 社会を明るくする運動啓発物品 100
消耗品 25 写真印刷代 2 0 写真印刷代 2 写真印刷代 2
写真印刷代 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 102 合　　計 102 97 合　　計 102 合　　計 102
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 102 102 97 102 102

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.27 0.27 0.37 0.37
正職員人件費 3,256 2,376 2,376 3,256 3,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,358 2,478 2,473 3,358 3,358
(11)単位費用

41.98千円／％ 4.96千円／人 4.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

刑法犯の認知件数は減少している一方で、検挙人員に占める再犯者の人員比率は一貫して上昇している。再犯防止推進計 ●①事前確認での想定どおり
画の基本方針に基づき、犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員とな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、関係者と連携協力し、再犯の防 ○要
   背景は？(事業の必要性) 止等に関する取組みを推進していく必要があるため。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

刑法犯の認知件数は減少しているもの、その件数は依然として高水準で推移している中、当運動を強化し、市民相互の助
け合い精神を高め、地域力を高めることが、犯罪予防の向上や非行防止につながるため、本事業の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・社会を明るくする運動の街頭啓発活動の実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・作文コンテストへの参加
□その他 　促進された 法務省が主唱する事業であり、国、地方自治体が主導して運

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 動を展開することにより、様々な活動団体や地域住民の協力
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を得ることができる。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 当運動は、推進委員会形式をとっており、当運動の企画運営 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り は各市民団体との共同で実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
推進委員会の構成メンバーが市民団体である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
500 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内小中学校の参加協力により、啓発活動実施時に参加者が増加したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 500 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,478 880 2,473 99.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 20.18

人 10万円 20.22 100.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
当運動を展開することにより、市民相互の助け合い精神を高め、地域力を向上することが、犯罪予防の向上や非行防止に寄与していくため、今
後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1405 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会を明るくする運動 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 社会を明るくする運動 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 社会を明るくする運動我孫子市推進委員会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,478 千円 (うち人件費 2,376 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や



え、恒久平
施策目的・

(2)目的 事業目的 和への啓発を行う。
展開方向

被爆７４周年平和祈念式典を「原爆被爆者の会」と共同で実施する。 ７月～８月　折り鶴運動
平和の記念碑の維持管理を行う。 ８月　　　　被爆７４周年平和祈念式典
核兵器廃絶と恒久平和のための啓発活動、市民が被爆者の体験を聴き交流する機会づくりを行う。 当該年度 ８月　　　　原爆写真・折り鶴展
・「平和の灯」の維持管理 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・「さだこ鶴」の維持管理

平和祈念式典参加者 想定値 150当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 140

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 原爆被爆平和祈念式典の参加者を増やす。 直接 祈念式典参加者数 人 140 150

令和 2年度 原爆被爆平和祈念式典の参加者を増やす。 直接 祈念式典参加者数 人 155

令和 3年度 原爆被爆平和祈念式典の参加者を増やす。 直接 祈念式典参加者数 人 160

「我孫子市原爆被爆者の会」との共催事業だが、これまで主体的に事業を担ってきた「被爆者の会」の高齢化により、今後は会
(7)事業実施上の課題と対応 の意向を尊重しながら、市が事業の主要部分を担うことが求められる。平和事業推進市民会議と協力し、若い世代を中心に平和 代替案検討 ○有 ●無

祈念式典等を開催し、被爆体験や記憶の風化防止、後世への伝承に重きを置いた取り組みを検討し、実施していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

平和祈念式典関係経費 316 平和祈念式典関係経費 317 252 平和祈念式典関係経費 317 平和祈念式典関係経費 317
・献花用花代　36,000円 ・献花用花代　36,000円 ・献花用花代　36,000円 ・献花用花代　36,000円
・平和祈念式典用消耗品16,000円 ・平和祈念式典用消耗品10,000円 ・平和祈念式典用消耗品10,000円 ・平和祈念式典用消耗品10,000円
・会場設営撤去業務委託264,000円 ・会場設営撤去業務委託270,162円 ・会場設営撤去業務委託270,162円 ・会場設営撤去業務委託270,162円

75周年チラシ（小学5年生から中学生） 47
消耗品費（平和の記念碑花壇の花苗、肥 15 平和の記念碑花壇の花苗 15 13 平和の記念碑花壇の花苗 15 平和の記念碑花壇の花苗 15
平和の記念碑維持管理委託料 94 平和の記念碑維持管理委託料 96 96 平和の記念碑維持管理委託料 96 平和の記念碑維持管理委託料 96

実施内容 平和の灯ガス代 84 平和の灯ガス代 85 91 平和の灯ガス代 85 平和の灯ガス代 85
平和の灯保守点検委託料 108 平和の灯保守点検委託料 109 55 平和の灯保守点検委託料 109 平和の灯保守点検委託料 109

(8)施行事項
費　　用 平和の灯ガス代予備費６千円

予算(決算)額 合　　計 617 合　　計 622 507 合　　計 669 合　　計 622
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 617 622 507 669 622

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.35 0.35 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,080 3,080 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,257 3,702 3,587 3,309 3,262
(11)単位費用

20.36千円／人 24.68千円／人 25.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

戦後７４年が経過し、戦争体験者や原爆被爆者の高齢化が進んでいる。核兵器廃絶・恒久平和の願いを実現するためには ●①事前確認での想定どおり
、市が、被爆の体験と記憶の風化防止に努め、後世に伝えていく活動を積極的に支援・展開していくことが必要であるた ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ め。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

戦争体験者や原爆被爆者が高齢化する中で、被爆体験や記憶の風化防止、後世への伝承に取り組み、核兵器廃絶・恒久平
和の願いを実現するためには、市が主体となり事業を推進していく必要があり、本事業の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 7～8月：折鶴運動

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 8月：平和祈念式典、原爆写真と折鶴展
□その他 　促進された 戦争体験者や原爆被爆者が高齢化する中で、被爆体験や記憶

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の風化防止、後世への伝承の取り組み、核兵器廃絶・恒久平
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 和の願いを実現させるためには、市が主体となり事業を推進 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された していく必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 折り作り運動について広報等を通じて広く協力を呼びかけ、 我孫子市被爆者の会と協働で、折鶴運動、原爆写真展、平和 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 原爆被爆者の会と連携して実施している。また、平和祈念式 祈念式典を開催し、式典当日の司会を派遣中学生に依頼する ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 典の司会を歴代の広島、長崎派遣中学生に務めてもらってい など、若い世代との連携も図っている。また、平和の記念碑 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している る。 の管理についても協働で行っている。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼公園内の手賀沼を望む場所に「平和の記念碑」を建立 平和祈念式典は、手賀沼公園内の平和の記念碑前で開催した ●①想定どおり
□②生き物と共存している し、毎年「平和の記念碑」前で式典を開催している。 。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
140 150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

毎年参加している参加者の高齢化により、参加者が減少していることが考えられ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 140 93.33

る
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,702 △445 3,587 96.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△13.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.05

人 10万円 3.9 96.3

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平和祈念式典参加者の減少傾向は、戦争体験者や原爆被爆者の高齢化が要因の一つとして考えられる。若い世代に向けた啓発等を工夫しながら
、被爆体験や記憶の風化防止、後世への伝承に取り組み、核兵器廃絶・恒久平和の願いを実現するための事業として、現状どおり推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1406 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 原爆被爆平和記念式典の開催と平和の記念碑の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,702 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

祈念式典事業を通じ、唯一の原爆被爆国として、その体験と記憶を風化させることなく後世に伝



体等の引取り葬祭を行う。
展開方向

・市内で身元不明の死亡人及び引き取り者のいない死亡人が発見された場合に遺体の火葬、遺留金品の受け （随時処理）
取り。 ・我孫子警察で遺留金品の引き取り。　　・無縁仏（市納骨堂）の供養（11月）　
・市納骨堂へ遺骨を納骨する。 当該年度 ・遺体を火葬場に搬送。（業者に委託）　市民課に死亡届を提出し火葬の予約。

執行計画 ・遺体の火葬及び遺骨の納骨。
(3)事業内容 内　　容 ・葬祭費の費用を県に請求。（7月：身元不明遺体について県調査。その他遺体は随時

・火葬後に身元判明した場合の遺族への費用の請求、遺骨の引渡。
行旅死亡人等の親族等引取り率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 警察との連携を取り迅速な対応をする。 直接 行旅死亡人等の親族等引取り率 ％ 80 100

令和 2年度 警察との連携を取り迅速な対応をする。 直接 行旅死亡人等の親族等引取り率 ％ 100

令和 3年度 警察との連携を取り迅速な対応をする。 直接 行旅死亡人等の親族等引取り率 ％ 100

遺体は腐乱が進むため、行旅死亡人等として取扱が決定した場合、警察と連携を取り迅速に対応する。また、身元等が判明し、
(7)事業実施上の課題と対応 引き取り者がいた場合には、遺族に対して葬祭費の請求及び遺骨の引き渡しを速やかに行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行旅死亡人に関すること 行旅死亡人に関すること 行旅死亡人に関すること 行旅死亡人に関すること
・行旅死亡人費用 415 ・行旅死亡人委託料 349 407 ・行旅死亡人委託料 349 ・行旅死亡人委託料 349
予備費充用（108,000円） ・無縁仏の供養（仏花含む） 42 40 ・無縁仏の供養（仏花含む） 42 ・無縁仏の供養（仏花含む） 42
・無縁仏の供養 40 ・官報公告料 13 0 ・官報公告料 13 ・官報公告料 13

予備費５８千円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 455 合　　計 404 447 合　　計 404 合　　計 404
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 455 404 447 404 404

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.16 0.16 0.11 0.11
正職員人件費 968 1,408 1,408 968 968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,423 1,812 1,855 1,372 1,372
(11)単位費用

14.23千円／％ 18.12千円／％ 23.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行旅病人及行旅死亡人取扱法及び墓地埋葬等に関する法律により、行旅死亡人等については市が取り扱うこととなってい ●①事前確認での想定どおり
るため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

行旅病人及び行旅死亡人取扱法、墓地埋葬等に関する法律により、行旅死亡人等については市が取り扱うことになってい
るため必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行旅病人及び行旅死亡人取扱法、墓地埋葬等に関する法律に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 より、行旅死亡人等については市が取り扱うことになってい
□その他 　促進された るため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

本人確認に時間がかかるケースや、親族等が見つかったが疎遠などの理由により
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 80

引き取ってもらうことができないケースがあったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,812 △389 1,855 102.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△27.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 本人確認に時間がかかるケースや、親族等が見つかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が疎遠などの理由により引き取ってもらうことができな

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.52 いケースがあったため。

％ 10万円 4.31 78.08

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
行旅病人及行旅死亡人取扱法及び墓地埋葬等に関する法律により、行旅死亡人等については市が取り扱う事業であることから、引き続き推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1407 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 行旅死亡人の取扱い 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,812 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

身元不明等の死亡人が市内で発見された場合に行旅病人及行旅死亡人取扱法・墓地、埋葬等に関する法律に
施策目的・

(2)目的 事業目的 より遺



法及び自殺総合対策大綱の趣旨を踏まえ、策定した我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画（
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 平成31年度より5か年計画）に基づき、社会福祉課・健康づくり支援課・障害福祉支援課の３課が共同事務
展開方向

局として、関係機関や庁内関係課と自殺防止事業の横断的な連携を図り、自殺者の減少を目指す。
（１）　自殺対策協議会を開催し、関係機関との連携と情報の共有化を行う。 （１）自殺対策協議会による計画の進行管理
（２）　自殺対策庁内連絡会議を通じ、地域の自殺の現状や自殺対策事業について情報の共有化を図る。 （２）自殺対策庁内連絡会議による横断的な関係部署との連携強化
　　　　また、自殺対策事業の進行管理や情報提供など調整を行う。 当該年度 （３）自殺対策に関する啓発活動
（３）　ゲートキーパー（命の門番）研修や相談窓口一覧等啓発用物品の作成・配布等、自殺予防に関する 執行計画 　　　・ゲートキーパー養成研修を実施する。

(3)事業内容 内　　容 　　　　啓発活動を行う。 　　　・啓発用印刷物を各種講演会で配布及び公共機関窓口等に設置する。
【政策】我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画で掲げた、みんながゲートキーパーのまち「我孫子」を目 　　　
指すため、ゲートキーパー養成研修（希死念慮や自殺企図を抱えた方の心理状況や対処法等の自殺予防の知 自殺対策研修会の開催回数 想定値 2当該年度
識を深める。講師は企業や団体でのカウンセラー等）を各分野で行い、早期の段階で異変に気づき、適切な 単位 回

活動結果指標 実績値 1行動ができる身近な支援者を増やし、かけがえのない命を支え合います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 100 100
合（％）

令和 2年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 100
合（％）

令和 3年度 我孫子市の自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）の減少 直接 自殺死亡率の16.8（2014年～2016年の平均）から14.3（2020年～2022 14.3
年）へ減少

自殺に至る原因・動機は様々で複合的な要因が存在するため、それぞれの要因に応じた関係各課で対処する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 市民・職員一人ひとりが「ゲートキーパー」としての力を発揮できるよう、自殺予防対策を自らの問題・業務として受け止める 代替案検討 ○有 ●無

意識を持つことが重要である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研修会講師謝礼（補助対象） 100 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理
専門職相談会相談員報償費（補助対象） 30  自殺対策協議会委員報酬費 56 14  自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56
自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会会議録作成費 37  自殺対策協議会会議録作成費 37  自殺対策協議会会議録作成費 37
会議等旅費 5 会議等旅費 5 会議等旅費 5 会議等旅費 5
啓発用リーフレット等作成費（補助対象 104 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254 124 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254
啓発用相談窓口一覧等印刷製本費（補助 26
自殺対策協議会会議録作成費 36 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】

実施内容 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対
＊ 【政策費】 ＊ 50,000円×3回 150 150 ＊ 50,000円×3回 150 ＊ 50,000円×3回 150

(8)施行事項
費　　用 ＊ 自殺対策計画策定業務委託費 2,949

＊ 自殺対策協議会委員報酬費 28  （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入）
千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金

（政策費に係る歳入） 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円
千葉県地域自殺対策強化事業費補助金
2,949千円×（2/3）＝　1,966千円

予算(決算)額 合　　計 3,334 合　　計 502 288 合　　計 502 合　　計 502
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 2,094 補助率 50 ％ 201 136 補助率 50 ％ 201 補助率 50 ％ 201
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,240 301 152 301 301

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,094 2,262 2,048 2,262 2,262
(11)単位費用

1,698千円／回 1,131千円／回 2,048
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国の「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏まえ、総合的な自殺対策を推進するために、市の既存事業 ●①事前確認での想定どおり
を最大限に活かし、生きることの包括的な支援（自殺対策）とする「我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画～みんなが ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ゲートキーパーのまち「我孫子」を目指して～」を平成30年度に策定しました。計画では、自殺予防において家庭、地域 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、学校、職場等、様々な場で、「いつもと違う」様子に気づき、必要に応じて専門機関等へつなぐ「ゲートキーパー」の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

役割が重要とし、早期の段階で困っている人に気づく身近な支援者を増やし、様々な分野の人々や組織が密接に連携し、 必要に応じて専門機関等へつなぐ「ゲートキーパー」の役割が重要とし、早期の段階で困っている人に気づく身近な支援
かけがえのない命を支え合う取り組みを行うこととしています。 者を増やすため、５回のゲートキーパー研修を開催した。また様々な分野の人々や組織が密接に連携し、かけがえのない
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自殺対策基本法第３条により、地方公共団体は国と協力しつ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 つ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責
□その他 　促進された 務を有するとされており、同法第１３条第２項により自殺対

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 策についての計画を定めるとされている為。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 医療関係者、民間相談事業所より委員の委嘱を行っている 我孫子市自殺対策協議会において、市内関係機関の職員等に ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 委員を委嘱し、協議会を開催することにより、関係機関の連 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 携強化を図ることができた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

外部講師を招き、参加者が知識を深める研修会を開催することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,262 2,832 2,048 90.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

前年度の自殺対策基本計画策定委託料分によるもの

55.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 前年度の自殺対策基本計画策定委託料分によるもの

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.42

％ 10万円 4.88 110.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
「我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画」に基づき、事業の推進及び関係機関の連携強化を図るとともに、早期の段階で困っている人に気づ
く身近な支援者を増やすことが生きることを支える地域づくりに繋がるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1645 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自殺対策事業の進行管理 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 自殺対策事業の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,262 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 自殺対策基本



法人の適正な運営を図ることで社会福祉事業の適正な実施を確保し、社会福祉の増
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的 進に資することを目的とする
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
第２次一括法による改正により、単一の市内に事業所がある社会福祉法人については、所轄庁が当該市とな ①市が管轄する社会福祉法人（１６法人）に対し、年度当初に策定する実施計画により、指導監査（一般監
り、社会福祉法第５６条第１項に基づく社会福祉法人に対する指導監査を平成２５年度から実施することに 査）を実施する。
なった。指導監査については、、一般監査と特別監査等の２つに分類される。 当該年度 ・事前調書の書類審査、実地指導、報告書の作成
１．一般監査　国が発出する社会福祉法人指導監査実施要綱に基づき、一定の周期で実施する監査。監査担 執行計画 ②当該年度に一般監査を実施しない法人については、調書や現況報告書等で運営状況について確認する。

(3)事業内容 内　　容 当者が社会福祉法人の事務所に赴き、代表者等の立会いのもと、予め提出された監査用資料を基に法人の運 ③市ホームページで指導監査に関する情報を公開する。
営状況（定款、役員、理事会、人事管理、会計管理等）について説明を求めると同時に、関係書類等につい ④法人向けの制度講習会の実施
て実地に確認を行う。報告を要する是正点等があった場合は後日文書により報告を求める。 指導監査を実施する社会福祉法人数 想定値 5当該年度
２．特別監査等　運営等に重大な問題を有する法人を対象として随時実施する監査。 単位 法人

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 監査を通じて、関係法令、通知等を遵守し、適正な法人運営を図る。 直接 前回の指摘事項が改善されている社会福祉法人数/監査を実施した社 ％ 100 100
会福祉法人数

令和 2年度 監査を通じて、関係法令、通知等を遵守し、適正な法人運営を図る。 直接 前回の指摘事項が改善されている社会福祉法人数/監査を実施した社 ％ 100
会福祉法人数

令和 3年度 監査を通じて、関係法令、通知等を遵守し、適正な法人運営を図る。 直接 前回の指摘事項が改善されている社会福祉法人数/監査を実施した社 ％ 100
会福祉法人数

平成２８年４月に社会福祉法の改正があり、社会福祉法人の大きな制度改革等行われたことから、社会福祉法人に対し的確な指
(7)事業実施上の課題と対応 導監査を実施し、社会福祉法人の適正な運営を図れるよう、監査体制の確保と強化が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

指導監査支援業務委託費 3,521 指導監査支援業務委託費 3,342 3,342 指導監査支援業務委託費 3,342 指導監査支援業務委託費 3,342
２号嘱託職員報酬費（１名分） 2,038 ２号嘱託職員報酬費（１名分） 2,065 2,065 ２号嘱託職員報酬費（１名分） 2,038 ２号嘱託職員報酬費（１名分） 2,038
　社会保険料等 375 　社会保険料等 396 330 　社会保険料等 377 　社会保険料等 377
監査会議旅費 6 監査会議旅費 4 0 監査会議旅費 4 監査会議旅費 4
研修旅費 8 研修旅費 8 5 研修旅費 8 監査会議旅費 8
参考図書代他消耗品 41 参考図書代他消耗品 35 0 参考図書代他消耗品 35 参考図書代他消耗品 35

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,989 合　　計 5,850 5,742 合　　計 5,804 合　　計 5,804
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,989 5,850 5,742 5,804 5,804

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.3 1 1 1.3 1.3
正職員人件費 11,440 8,800 8,800 11,440 11,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,413 2,456 2,456 2,415 2,415
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,429 14,650 14,542 17,244 17,244
(11)単位費用

2,904.83千円／法人 2,930千円／法人 2,908.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会福祉法第５６条に基づく指導監査については、公共性や非営利性の性質を持つ社会福祉法人に対し、関係法令等に従 ●①事前確認での想定どおり
い、適正な運営と安定的な経営を維持または向上させるため、所管課及び県と連携して実施をする必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

社会福祉法の改正に伴い、平成２５年度より市内のみに事業所のある社会福祉法人にあっては、我孫子市が所轄庁として
社会福祉法第５６条第１項に基づく指導監査を行う必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市が所管する１５法人中５法人の指導監査を実施し、前回の指摘事項について概
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ね改善に向けた取り組みがなされていることを確認した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,650 2,779 14,542 99.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

指導監査支援委託料の減額に伴うため。

15.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.68

％ 10万円 0.69 101.47

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
適切な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営を確保するため、指導監査の実施については国の社会福祉法人制度改革の制度改正を反映させなが
ら、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1958 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 社会福祉法人の法人運営に対する指導監査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,650 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 法令に基づいた社会福祉



の患者に対し、骨髄や末梢血幹細胞を移植できるようにするため、骨髄等の提供
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的 者に対して助成金を支給し、提供件数の増加を図る。
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
平成２５年４月１日以降に、公益財団法人骨髄移植推進財団が実施する骨髄バンク事業で骨髄や末梢血幹細 助成申請の受付、ホームページや広報、市内各所の公共機関にチラシを置き事業のＰＲを行う。
胞を提供した市民に対して助成を行う。
平成２５年１０月１日事業開始（１回１０万円）。 当該年度
平成３１年４月１日より助成額変更。１日２万円、７日間を上限として助成を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

骨髄等を提供した方への助成件数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 骨髄等の提供件数が増加する。 直接 骨髄等の提供件数 件 1 2

令和 2年度 骨髄等の提供件数が増加する。 直接 骨髄等の提供件数 件 2

令和 3年度 骨髄等の提供件数が増加する。 直接 骨髄等の提供件数 件 3

骨髄等の提供者を増やすために、骨髄バンクのドナー登録者の増加及びドナー適合者の提供促進を図るための取組みを行う必要
(7)事業実施上の課題と対応 がある。ドナー登録の重要性や登録方法に関する市民への情報発信及び提供者への助成を通して、登録者の増加及び骨髄等の提 代替案検討 ○有 ○無

供促進を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

骨髄移植ドナー支援助成金 200 骨髄移植ドナー支援助成金 280 140 骨髄移植ドナー支援助成金 280 骨髄移植ドナー支援助成金 280

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 200 合　　計 280 140 合　　計 280 合　　計 280
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 100 補助率 50 ％ 140 70 補助率 50 ％ 140 補助率 50 ％ 140
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 140 70 140 140

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.11 0.11 0.01 0.01
正職員人件費 88 968 968 88 88

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 288 1,248 1,108 368 368
(11)単位費用

144千円／件 624千円／件 1,108
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

白血病など重い血液の病気と診断される人は、年間およそ１万人。医療の進歩で薬などの治療が功を奏する患者が増えて ●①事前確認での想定どおり
はいるものの、移植でしか治癒が望めない患者はまだ多く、年間2,000人以上の方が骨髄バンクを通しての移植を望んで ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いる。しかし、骨髄移植等の実施は、移植を希望する方の約６割に留まっている。ドナー登録者の増加を図るため広く市 ○要
   背景は？(事業の必要性) 民に啓発活動を行うとともに、適合者の移植を後押しするため本事業を実施する。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

白血病や再生不良性貧血等の患者に対し、骨髄や未梢血管細胞を移植できるようにするため、骨髄ドナー登録者や提供者
を増やす必要があり、本事業の必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 骨髄ドナー登録者や提供者を増やすため、市の広報やホーム

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ページへの掲載や市内の公共施設へのチラシ配布を通して情
□その他 　促進された 報発信を行っている。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 地方公共団体は、国との役割分担を踏まえ、移植に用いる造
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 血幹細胞の適切な提供の推進に関する施策の策定及び実施の ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 責務を有しているため、市が主導で実施する必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
商工会を通した啓発活動、市民団体と協力した骨髄ドナー登録会（献血同時開催）の実施。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

骨髄ドナー登録者や提供者を増やすための啓発は行ってきたが、該当者がいなか
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 50

ったと思われる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,248 △960 1,108 88.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

ドナー提供者の該当者が１人であったたため。

△333.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 骨髄ドナー登録者や提供者を増やすための啓発を行って

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 きたが、今年度は、該当者が少数であったと思われる。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

件 10万円 0.09 56.25

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
骨髄等の提供者を増やすためには、まずは骨髄バンクのドナー登録者を増やすことが必要であるため、広報やホームページ等で周知し、引き続
き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2047 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会援護の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 骨髄移植ドナー支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,248 千円 (うち人件費 968 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 白血病や再生不良性貧血等



支援体制の充実を図るとと 高齢者、障害者、子どもといった「分野にとらわれない相談支援体制」を整備する。具体的には、自立相談
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 支援事業の実施、住居確保給付金の支給、子どもの学習支援、一時生活支援事業、子ども食堂活性化事業等
展開方向

を実施し、包括的な相談支援と、誰もが差別や排除を受けることなく、社会の一員として参加し活躍できる
【必須事業】①自立相談支援事業：対象を限定しない包括的な相談支援を実施する。千葉県弁護士会と協力 【自立相談支援事業】自立生活のためのプラン作成【住居確保給付金】離職により住宅を失っ者に対して、
し、生活困窮者に対する法律相談を行う。【任意事業】②住居確保給付金：住居を喪失する恐れのある生活 有期で住居確保給付金の支給【弁護士相談事業】ＤＶ被害者、生活困窮者に対して弁護士による法律相談【
困窮者等に対し、一定期間家賃相当額を支給する。③子どもの学習支援事業：貧困の世代間連鎖を予防する 当該年度 子どもの学習支援事業】親の所得に関わらず、子どもに対する学習支援を市民と協働して行う。【一時生活
ための学習支援を市民と協働して行う。④一時生活支援事業：住宅を喪失してしまった人に対し、住居と食 執行計画 支援事業】住居を喪失してしまったＤＶ被害者、生活困窮者等に対して緊急シェルターを２部屋確保する【

(3)事業内容 内　　容 事を提供する。市直営で実施する借上げアパート２部屋を確保する。 子ども食堂活性化事業】市内で活動する子ども食堂に対し、「けやきプラザ１１階」のフリースペース及び
【その他】子ども食堂活性化事業：市内で活動する子ども食堂の取組を活性化するため、「けやきプラザ１ 厨房施設の提供を行う。
１階」のフリースペース及び厨房施設を子ども食堂活動スペースとして提供していく。平成３１年５月から 生活困窮状態から自立につながった割合 想定値 100当該年度
実施する。 単位 ％

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 生活困窮状態からの自立件数 ％ 80 100

令和 2年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 ％ 100

令和 3年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 ％ 100

生活保護水準以上の収入はあるものの、家計管理がうまくいかないために生活困窮に陥っているという相談ニーズが増加してい
(7)事業実施上の課題と対応 る。また、ひきこもり状態にある者や長期離職者に対する支援が求められている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬：1号1人3号3人補助3人 7,972 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 7,971 7,956 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 8,131 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 8,131
共済費 1,314 共済費 1,183 1,178 共済費 1,340 共済費 1,340
住居確保給付金（負担率３/４） 3,444 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722 613 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722
緊急一時宿泊施設借上げ料金（２/３） 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768
弁護士相談報償費（３/４） 384 生活用品レンタル（２/３） 139 139 生活用品レンタル（２/３） 140 生活用品レンタル（２/３） 140
生活用品レンタル（２/３） 136 消耗品費（自立・一時・学習） 165 91 消耗品費（自立・一時・学習） 165 消耗品費（自立・一時・学習） 165
消耗品費（自立・一時・学習） 111 光熱水費（２/３） 180 153 光熱水費（２/３） 180 光熱水費（２/３） 180

実施内容 光熱水費（２/３） 180 食料費（２/３） 214 37 食糧費（２/３） 214 食糧費（２/３） 214
食料費（２/３） 213 保険料（一時・学習） 49 49 保険料（一時・学習） 49 保険料（一時・学習） 49

(8)施行事項
費　　用 保険料（一時・学習） 49 修繕料（２/３） 20 19 修繕費（２/３） 20 修繕費（２/３） 20

修繕料（２/３） 20 費用弁償 106 100 費用弁償 93 費用弁償 93
費用弁償 238 研修負担金（３/４） 63 0 研修負担金（３/４） 63 研修負担金（３/４） 63
研修負担金（３/４） 50 学習支援員報償費（１/２） 1,886 1,538 学習支援員報償費（１/２） 1,400 学習支援員報償費（１/２） 1,500
学習支援員報償費（１/２） 960 研修講師報償費（３/４） 30 30 研修講師報償費（１/２） 30 研修講師報償費（１/２） 30
研修講師報償費（１/２） 30 弁護士法律相談委託料（３/４） 384 360 弁護士法律相談報償費（３/４） 384 弁護士法律相談報償費（３/４） 384

（補正）学習支援員報償費５３４千円
0

予算(決算)額 合　　計 15,869 合　　計 14,880 13,031 合　　計 14,699 合　　計 14,799
国庫支出金 補助率 0 ％ 9,589 補助率 0 ％ 8,369 7,133 補助率 0 ％ 8,840 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,280 6,511 5,898 5,859 14,799

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 1.3 1.3 1.8 1.8
正職員人件費 12,320 11,440 11,440 15,840 15,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 9,286 11,884 11,884 9,471 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,189 26,320 24,471 30,539 30,639
(11)単位費用

281.89千円／％ 263.2千円／％ 305.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民からの相談ニーズは、複雑化・複合化し、高齢者、障害者、子どもといった分野ごとの相談支援体制では対応に限界 ●①事前確認での想定どおり
がある。包括的な相談支援を実施することで、誰もが支援のスキマに陥らず、地域の中で孤立することがない地域社会の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 実現に大きく寄与するため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

生活困窮者自立支援事業は必須事業であり、生活困窮に至る原因となる就労や家庭環境、社会的孤立といった多様な課題
に対し必要な支援を実施することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生活困窮者支援に高い専門性を有する市の専門職員が相談支

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 援にあたることで効果的な支援を実施することができている
□その他 　促進された 。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 段階的に事業の委託を検討していく。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 特に子どもの学習支援事業においては、事業の設計段階から 我孫子市子どもの学習支援事業及び子ども食堂活性化事業に ●①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 市民といっしょに手法を検討してきた。市民と協働すること おいて、市民との協働により効果的な支援が実現できている ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り で、市民ニーズを的確にとらえることができ、また、事業費 ことから、引き続き市民との協力体制を強化していく。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している を大きく削減することができた。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 市民とネットワークを通じて形成されるイベント等を通じて

、協力体制が強化された。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている フードバンク等の活用や、不要な食品回収を行っており、食 生活困窮者や子ども食堂に対し、寄付された食材を配布する ●①想定どおり
□②生き物と共存している 品ロスの軽減となっている。また、子ども食堂の活性化を行 など、フードロス対策に寄与している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している い、子ども食堂で使用する農産物について、農家等の市民か

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ら、積極的に寄付を受けている。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民との協働で実施している学習支援事業において、学習支援ボランティア数が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 80

増大したことによりに報償費の額が予想以上に増額する必要があったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,320 1,869 24,471 92.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

生活困窮者自立支援法に基づく補助金を積極的に活用することで、事業の拡大と
充実を目指していく。

6.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民と協働することにより事業費を抑えることができて

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

様

いるため。
○②複数年

式

度の指標：(目標値－

第

現況値)×費用単位／

３

事業費 (h/e)×1

号

00 ●不要
   (目

事

標対費用) 0.38
％

務

10万円 0.33 86

事

.84

３．事後評価

●

業

現状どおり推進 ○拡充

評

○縮小 ○結合 ○休止 ○

価

廃止 ○事業手法見直し

表

○その他(事業完了な

（

ど)

評
　
価

評価コメン

平

ト 改善策及び展開方向

成

これまで相談に繋がっ

3

てこなかった生活困窮

1

等の社会課題を抱えた

年

相談者からの相談が関

度

係機関を通じて繋がっ

）

てくるようになってき

事

たものの
、対応する社

業

会資源やサービスがな

コ

いことから解決に時間

ー

を要するケースが増加

ド

しており対策が必要な

2

ため、今後も引き続き

1

推進していく。

03 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活困窮者自立支援事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活困窮者自立支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,722 千円 (うち人件費 11,440 千円）⑦事業費
総事業費 2,264 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,320 千円 (うち人件費 11,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談


